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本編 第１章 総則 

頁 現 計 画 修 正 案 
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第１節 計画の目的 〔略〕 

 

第２節 町民の責務 〔略〕 

 

第３節 他の計画及び他の法令に基づく計画との

関係 〔略〕 

 

第３節の２ 災害時における個人情報の取扱い

〔略〕 

 

第４節 矢巾町防災会議 

１ 所掌事務 〔略〕 

２ 組 織 

矢巾町防災会議の組織は、次の防災機関の長

又はその指名する職員によって構成される。 

  この際、男女共同参画の視点を取り入れた災

害対策を行うため、女性委員の割合を３割以上

とすることを目指す。 

職名 区分 防災機関等 

会長 － 矢巾町長 

１号委員 指定地方

行政機関 

仙台管区気象台盛岡地

方気象台 

東北農政局岩手県拠点 

東北森林管理局盛岡森

林管理署 

東北地方整備局岩手河

川国道事務所 

２号委員 〔略〕 〔略〕 

３号委員 〔略〕 〔略〕 

４号委員 町長部局 副町長 

政策推進監 

総務課長 

未来戦略課長又はその

指名する者 

企画財政課長又はその

指名する者 

税務課長又はその指名

する者 

町民環境課長又はその

指名する者 

福祉課長又はその指名

する者 

【新規】 

 

健康長寿課長又はその

指名する者 

第１節 計画の目的 〔略〕 

 

第２節 町民の責務 〔略〕 

 

第３節 他の計画及び他の法令に基づく計画との

関係 〔略〕 

 

第３節の２ 災害時における個人情報の取扱い

〔略〕 

 

第４節 矢巾町防災会議 

１ 所掌事務 〔略〕 

２ 組 織 

矢巾町防災会議の組織は、次の防災機関の長

又はその指名する職員によって構成される。 

  この際、男女共同参画の視点を取り入れた災

害対策を行うため、女性委員の割合を３割以上

とすることを目指す。 

職名 区分 防災機関等 

会長 － 矢巾町長 

１号委員 指定地方

行政機関 

仙台管区気象台(盛岡

地方気象台) 

東北農政局岩手県拠点 

東北森林管理局盛岡森

林管理署 

東北地方整備局岩手河

川国道事務所 

２号委員 〔略〕 〔略〕 

３号委員 〔略〕 〔略〕 

４号委員 町長部局 副町長 

〔削除〕 

総務課長 

未来戦略課長又はその

指名する者 

企画財政課長又はその

指名する者 

税務課長又はその指名

する者 

町民環境課長又はその

指名する者 

福祉課長又はその指名

する者 

こども家庭課長又はそ

の指名する者 

健康長寿課長又はその

指名する者 
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産業観光課長又はその

指名する者 

道路住宅課長又はその

指名する者 

文化スポーツ課長又は

その指名する者 

５号委員 教育長及

び議会事

務局。教育

委員会事

務局、教育

機関、農業

委員会事

務局並び

に公営企

業の職員 

教育長 

議会事務局長又はその

指名する者 

学校教育課長又はその

指名する者 

子ども課長又はその指

名する者 

学校給食共同調理場次

長 

農業委員会事務局長又

はその指名する者 

上下水道課長又はその

指名する者 

６号委員 〔略〕 〔略〕 

７号委員 〔略〕 〔略〕 

８号委員 指定公共

機関及び

指定地方

公共機関 

東北電力ネットワーク

株式会社盛岡電力セン

ター 

東日本電信電話株式会

社岩手支店災害対策室 

岩手県交通株式会社矢

巾営業所 

鹿妻穴堰土地改良区 

山王海土地改良区 

自衛隊岩手地方協力本

部盛岡募集案内所 

陸上自衛隊東北方面特

科連隊本部中隊 

（福）矢巾町社会福祉

協議会 

株式会社ラヂオ・もり

おか 

日本郵便株式会社矢幅

郵便局 

９号委員 〔略〕 〔略〕 

 

第５節 防災関係機関の責務及び業務の大綱 

第１ 防災関係機関の責務 〔略〕 

第２ 防災関係機関の業務の大綱 

１～２ 〔略〕 

３ 指定地方行政機関 

気象庁盛岡地方気象台 

２ 気象、地象(地震にあっては、発生した断層

産業観光課長又はその

指名する者 

道路住宅課長又はその

指名する者 

〔削除〕 

 

５号委員 教育長及

び議会事

務局。教育

委員会事

務局、教育

機関、農業

委員会事

務局並び

に公営企

業の職員 

教育長 

議会事務局長又はその

指名する者 

学校教育課長又はその

指名する者 

文化スポーツ課長又は

その指名する者 

学校給食共同調理場次

長 

農業委員会事務局長又

はその指名する者 

上下水道課長又はその

指名する者 

６号委員 〔略〕 〔略〕 

７号委員 〔略〕 〔略〕 

８号委員 指定公共

機関及び

指定地方

公共機関 

東北電力ネットワーク

株式会社盛岡電力セン

ター 

ＮＴＴ東日本株式会社

岩手支店災害対策室 

岩手県交通株式会社矢

巾営業所 

鹿妻穴堰土地改良区 

山王海土地改良区 

自衛隊岩手地方協力本

部盛岡募集案内所 

陸上自衛隊東北方面特

科連隊本部中隊 

（福）矢巾町社会福祉

協議会 

株式会社ラヂオ・もり

おか 

日本郵便株式会社矢幅

郵便局 

９号委員 〔略〕 〔略〕 

 

第５節 防災関係機関の責務及び業務の大綱 

第１ 防災関係機関の責務 〔略〕 

第２ 防災関係機関の業務の大綱 

１～２ 〔略〕 

３ 指定地方行政機関 

仙台管区気象台(盛岡地方気象台) 

２ 気象、地象(地震にあっては、発生した断
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運動による地震動に限る。)及び～ 

４ 〔略〕 

５ 指定公共機関 

機関名 業務の大綱 

東日本旅客鉄道㈱矢幅

駅 

〔略〕 

日本郵便㈱矢幅郵便局 〔略〕 

東北電力ネットワーク

㈱盛岡電力センター 

〔略〕 

東日本電信電話㈱岩手

支店 

ＮＴＴコミュニケーシ

ョンズ㈱ 

㈱ＮＴＴドコモ 

ＫＤＤＩ㈱ 

ソフトバンク㈱ 

楽天モバイル㈱ 

〔略〕 

６～７ 〔略〕 

 

第６節 町の概況 〔略〕 

 

第７節 災害の発生状況 〔略〕 

 

層運動による地震動に限る【削除】)及び～ 

４ 〔略〕 

５ 指定公共機関 

機関名 業務の大綱 

東日本旅客鉄道㈱矢幅

駅 

〔略〕 

日本郵便㈱矢幅郵便局 〔略〕 

東北電力ネットワーク

㈱盛岡電力センター 

〔略〕 

ＮＴＴ東日本株式会社

岩手支店 

ＮＴＴドコモビジネス

株式会社 

㈱ＮＴＴドコモ 

ＫＤＤＩ㈱ 

ソフトバンク㈱ 

楽天モバイル㈱ 

〔略〕 

６～７ 〔略〕 

 

第６節 町の概況 〔略〕 

 

第７節 災害の発生状況 〔略〕 

修正 

理由 

○ 県地域防災計画との整合性に伴う修正 

○ 組織改編に伴う修正 

○ 所要の修正 

 

 

本編 第２章 災害予防計画 

頁 現 計 画 修 正 案 
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第１節 防災知識普及計画  

第１ 基本方針 

町及び防災関係機関（以下本節中「防災関係機

関等」という。）は、職員に対して防災教育を実

施するとともに、広く住民等に対して防災知識

の普及に努め、自主防災思想の普及、徹底を図

る。 

なお、防災知識の普及を図る際には、高齢者、

障がい者、乳幼児その他の特に配慮を要する者

（以下「要配慮者」という。）の多様なニーズに

十分配慮するとともに、地域において要配慮者

を支援する体制の整備を図る。 

また、被災時の男女のニーズの違い等、男女双

方及び性的マイノリティ（ＬＧＢＴ等）の視点に

も配慮する。【新規】 

 

 

 

第１節 防災知識普及計画  

第１ 基本方針 

町及び防災関係機関（以下本節中「防災関係機

関等」という。）は、職員に対して防災教育を実

施するとともに、広く住民等に対して防災知識

の普及に努め、自主防災思想の普及、徹底を図

る。 

なお、防災知識の普及を図る際には、高齢者、

障がい者、乳幼児その他の特に配慮を要する者

（以下「要配慮者」という。）の多様なニーズに

十分配慮するとともに、地域において要配慮者

を支援する体制の整備を図る。 

また、被災時の男女のニーズの違い等、男女双

方及び性的マイノリティ（ＬＧＢＴ等）の視点に

も配慮することに加え、家庭動物の飼養の有無

による被災時のニーズの違いに配慮するよう努

める。 
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第２ 防災知識の普及 

１～４ 〔略〕 

５ 防災文化の継承 〔略〕 

 ○ 防災関係機関等は、災害の経験や教訓を次

世代に継承していくため、災害に関する資料

を収集・整理・保存し、住民等が閲覧できるよ

う地図情報その他の情報により公開に努める

とともに、災害に関する石碑やモニュメント

等の【新規】持つ意味を正しく次世代に伝えて

いくよう努める。 

６～８ 〔略〕 

 

第２節 地域防災活動活性化計画  

第１～第２ 〔略〕 

第３ 消防団の活性化 

○ 町は、地域における消防防災の中核として

重要な役割を担う消防団の活性化を推進し、

その育成を図るため、地域住民の理解、支援、

協力及び参加を得ながら、次の事業等を積極

的に推進する。 

ア 「消防団活性化総合計画」の策定 

イ 消防団の施設・設備の充実強化 

 

ウ 消防団員の教育訓練の充実強化 

 

エ 報酬・出動手当の引上げ、表彰制度の充実

等による処遇改善 

オ 消防団総合整備事業等の活用 

カ 競技会、行事等の開催 

キ 学生、青年層、女性層及び公務員の消防団

への加入の参加促進 

ク 地域防災、消防団活動に関する広報活

動及び企業等への協力要請 

第４ 〔略〕 

 

第３節 防災訓練計画 〔略〕 

 

第４節 避難対策計画 

第１ 〔略〕 

第２ 避難計画の作成 

１ 町の避難計画 

〔略〕 

○発令基準は、次のとおりとする。 

種別 発令基準 

警戒レベル３「高齢者

等避難」 

ア～ウ 〔略〕 

エ 岩崎川北矢幅水位

観測所において、避難

判断水位（岩崎川上流

で 1.2ｍ、岩崎川下流

第２ 防災知識の普及 

１～４ 〔略〕 

５ 防災文化の継承 〔略〕 

 ○ 防災関係機関等は、災害の経験や教訓を次

世代に継承していくため、災害に関する資料

を収集・整理・保存し、住民等が閲覧できるよ

う地図情報その他の情報により公開に努める

とともに、災害に関する石碑やモニュメント

等の自然災害伝承碑が持つ意味を正しく次世

代に伝えていくよう努める。 

６～８ 〔略〕 

 

第２節 地域防災活動活性化計画  

第１～第２ 〔略〕 

第３ 消防団の活性化 

○ 町は、地域における消防防災の中核として

重要な役割を担う消防団の活性化を推進し、

その育成を図るため、地域住民の理解、支援、

協力及び参加を得ながら、次の事業等を積極

的に推進する。 

ア 「消防団活性化総合計画」の策定 

イ 消防団の車両・資機材・拠点施設の充実強    

 化 

ウ 消防団員の必要な資格の取得など実践的

な教育訓練の充実強化 

エ 報酬・出動手当の引上げ、表彰制度の充実

等による処遇改善 

オ 消防団総合整備事業等の活用 

カ 競技会、行事等の開催 

キ 学生、青年層、女性層及び公務員の消防団

への加入の参加促進 

ク 地域防災及び消防団活動に関する広報活

動及び企業等への協力要請 

第４ 〔略〕 

 

第３節 防災訓練計画 〔略〕 

 

第４節 避難対策計画 

第１ 〔略〕 

第２ 避難計画の作成 

１ 町の避難計画 

〔略〕 

○発令基準は、次のとおりとする。 

種別 発令基準 

警戒レベル３「高齢者

等避難」 

ア～ウ 〔略〕 

エ 岩崎川北矢幅水位

観測所において、避難

判断水位（岩崎川上流

で 1.2ｍ、岩崎川下流
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2-11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-14 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-16 

 

 

 

 

 

で 2.6ｍ）へ到達が予

想される場合 

オ～ク 〔略〕 

ケ〔新規〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

警戒レベル４「避難指

示」 

ア～ウ 〔略〕 

エ 岩崎川北矢幅水位

観測所において、氾濫

危険水位（岩崎川上流

で 1.4ｍ、岩崎川下流

で 3.1ｍ）へ到達が予

想される場合 

オ～サ 〔略〕 

警戒レベル５ 

「緊急安全確保」 

〔略〕 

○ 〔略〕 

２～３ 〔略〕 

第３ 避難場所等の整備等 

１ 避難場所等の整備 

○〔略〕 

○ 〔新規〕 

 

 

 

 

〔略〕 

２ 〔略〕 

３ 避難場所等の環境整備 

○町は、次に事項に留意し、平時から避難場所等の

環境整備を図る 

ア～オ 〔略〕 

カ 〔新規〕、毛布、暖房器具及び暖房施設等の

整備 

で 2.6ｍ）に到達した

場合 

オ～ク 〔略〕 

ケ 堤防の決壊要因

は、水位が堤防を越

える場合（越水）に

限らず、堤防の浸透・

浸食等も考えられ

る。このため、水防

団等からの報告によ

って、異常な量の漏

水、浸食の進行、亀

裂・すべり等の異常

現象が確認された場

合であり、かつ、堤

防決壊等の氾濫に直

結するような重篤な

異常の場合は、警戒

レベル５緊急安全確

保の発令の判断材料

とする。 

 

警戒レベル４「避難指

示」 

ア～ウ 〔略〕 

エ 岩崎川北矢幅水位

観測所において、氾濫

危険水位（岩崎川上流

で 1.4ｍ、岩崎川下流

で 3.1ｍ）に到達した

場合 

 

オ～サ 〔略〕 

警戒レベル５ 

「緊急安全確保」 

〔略〕 

○ 〔略〕 

２～３ 〔略〕 

第３ 避難場所等の整備等 

１ 避難場所との整備 

○〔略〕 

○ 町は指定緊急避難所や避難所に愛玩動物と同

行避難した被災者について、適切に受け入れる

とともに、避難所等における愛玩動物の受入状

況を含む避難状況等の把握に努めるものとす

る。 

 〔略〕 

２ 〔略〕 

３ 避難場所等の環境整備 

○町は、次に事項に留意し、平時から避難場所等の

環境整備を図る 

ア～オ 〔略〕 

カ 段ボールベッド等の簡易ベッド、毛布、暖
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2-18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キ～ク 〔略〕 

  

〔略〕 

第４～第７ 〔略〕 

 

第４節の２ 通信確保計画  

第１ 基本方針 〔略〕 

 １ 〔略〕 

 ２ 災害時においても通信が途絶しないよう、

通信施設・設備の被災が想定されない場所へ

の設置、耐震化及びサブシステム化並びに代

替通信手段の確保に努める。 

 また、通信施設等が損壊した場合に備え、

迅速に応急復旧できるよう要員及び資機材の

確保体制を整備する。 

 

 

 

 

 ３・４ 〔略〕 

第２ 通信施設・設備の整備等 〔略〕 

 

第５節 要配慮者の安全確保計画 

第１ 基本方針  

１・２ 〔略〕 

〔新規〕 

 

 

 

 

 

  

第２ 実施要領 〔略〕 

 

第６節 孤立化対策計画 〔略〕 

 

第６節の２ 食料・生活必需品等の備蓄計画 

〔略〕 

 

第７節 防災施設等整備計画 〔略〕 

 

第８節 建築物等安全確保計画 〔略〕 

 

第９節 交通施設安全確保計画 〔略〕 

 

第10節 ライフライン施設等安全確保計画 

第１ 基本方針 〔略〕 

第２ 上下水道施設 〔略〕 

第３ 電力施設 〔略〕 

房器具及び暖房施設等の整備 

キ～ク 〔略〕 

 〔略〕 

第４～第７ 〔略〕 

 

第４節の２ 通信確保計画  

第１ 基本方針 〔略〕 

 １ 〔略〕 

 ２ 災害時においても通信が途絶しないよう、

通信施設・設備の被災が想定されない場所へ

の設置、耐震化及びサブシステム化並びに代

替通信手段の確保に努めるとともに、通信施

設等が損壊した場合に備え、迅速に応急復旧

できるよう要員及び資機材の確保体制を整備

する。 

   また、通信が途絶している地域で、部隊や

派遣職員等が活躍する場合を想定し、衛星通

信を活用したインターネット機器の整備、活

用に努めること。 

 ３・４ 〔略〕 

第２ 通信施設・設備の整備等 〔略〕 

  

第５節 要配慮者の安全確保計画 

第１ 基本方針  

１・２ 〔略〕 

３ 町は、保健師、福祉関係者、ＮＰＯ等の様々

な主体が地域の実情に応じて実施している状況

把握の取組を円滑に行うことができるよう事前

に実施主体間の調整を行うとともに、状況把握

が必要な対象者や優先順位付け、個人情報の利

用目的や共有範囲について、あらかじめ、検討

するよう努めるものとする。 

第２ 実施要領 〔略〕 

 

第６節 孤立化対策計画 〔略〕 

 

第６節の２ 食料・生活必需品等の備蓄計画 

〔略〕 

 

第７節 防災施設等整備計画〔略〕 

 

第８節 建築物等安全確保計画 〔略〕 

 

第９節 交通施設安全確保計画 〔略〕 

 

第10節 ライフライン施設等安全確保計画 

第１ 基本方針 〔略〕 

第２ 上下水道施設 〔略〕 

第３ 電力施設 〔略〕 



本編・新旧対照表 

7 

 

 

2-34 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４ ガス施設 〔略〕 

第５ 電気通信施設 

〇〔略〕 

 １ 施設の整備 

   電気通信事業者は、電気通信設備及びその

付帯設備（建物を含む。以下「電気通信設備

等」という。）の防災設計の充実を図る。 

［新規］ 

 

 ２ 〔略〕 

 

第11節 危険物等施設安全確保計画 〔略〕 

 

第12節 風水害予防計画 

第１ 基本方針 〔略〕 

第２ 風水害に強いまちづくり  

○ 町は、豪雨、洪水、土砂災害等に対するリ

スクの評価について検討し、評価結果を踏ま

え、防災・減災目標を設定するよう努めるも

のとする。 

○ 県及び町は、豪雨、洪水、土砂災害等によ

る危険の著しい区域については、災害を未然

に防止するため、災害危険区域の指定につい

て検討を行い、必要な措置を講ずるものとす

る。なお、災害危険区域の指定を行う場合

は、既成市街地の形成状況や洪水浸水想定区

域等の状況を踏まえ、移転の促進や居室を有

する建築物の建築禁止のみならず、地方公共

団体が定める水位より高い地盤面や居室の床

面の高さ、避難上有効な高さを有する屋上の

設置など、様々な建築の制限を幅広く検討す

るものとする。 

○ 町は、立地適正化計画による都市のコンパ

クト化及び防災まちづくりの推進に当たって

は、災害リスクを十分考慮の上、居住誘導区

域を設定するとともに、同計画にハード・ソ

フト両面からの防災対策・安全確保対策を定

める防災指針を位置付けるものとする。 

○ 町は、溢水等による災害の発生のおそれの

ある土地の区域について、豪雨、洪水、高

潮、土砂災害等に対するリスクの評価を踏ま

え、風水害に強い土地利用の推進に努めるも

のとする。 

〔新設〕 

 

 

 

 

 

第４ ガス施設 〔略〕 

第５ 電気通信施設 

〇〔略〕 

 １ 施設の整備 

   電気通信事業者は、電気通信設備及びその

付帯設備（建物を含む。以下「電気通信設備

等」という。）の防災設計の充実を図るとと

もに、特に、地方公共団体の庁舎等の重要拠

点の通信確保に配慮するものとする。 

 ２ 〔略〕 

 

第11節 危険物等施設安全確保計画 〔略〕 

 

第12節 風水害予防計画 

第１ 基本方針 〔略〕 

第２ 風水害に強いまちづくり 

○ 町は、大雨、洪水、土砂災害等に対するリ

スクの評価について検討し、評価結果を踏ま

え、防災・減災目標を設定するよう努めるも

のとする。 

○ 県及び町は、大雨、洪水、土砂災害等によ

る危険の著しい区域については、災害を未然

に防止するため、災害危険区域の指定につい

て検討を行い、必要な措置を講ずるものとす

る。なお、災害危険区域の指定を行う場合

は、既成市街地の形成状況や洪水浸水想定区

域等の状況を踏まえ、移転の促進や居室を有

する建築物の建築禁止のみならず、地方公共

団体が定める水位より高い地盤面や居室の床

面の高さ、避難上有効な高さを有する屋上の

設置など、様々な建築の制限を幅広く検討す

るものとする。 

○ 町は、立地適正化計画による都市のコンパ

クト化及び防災まちづくりの推進に当たって

は、災害リスクを十分考慮の上、居住誘導区

域を設定するとともに、同計画にハード・ソ

フト両面からの防災対策・安全確保対策を定

める防災指針を位置付けるものとする。 

○ 町は、溢水等による災害の発生のおそれの

ある土地の区域について、大雨、洪水、高

潮、土砂災害等に対するリスクの評価を踏ま

え、風水害に強い土地利用の推進に努めるも

のとする。 

○ 町はアンダーパス部等の道路の冠水を防止

するため、排水施設及び排水設備の補修等の推

進をする。また、渡河部の道路橋や河川に隣接

する道路の流失により、被災地の孤立が長期化

しないよう、洗掘防止や橋梁の架け替えの対策

を推進するものとする。 
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2-45 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-45 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-46 

 

 

 

 

第３ 河川の状況 〔略〕 

第４ 河川改修事業 〔略〕 

第５ 砂防事業 〔略〕 

第６ 農地防災事業 〔略〕 

第７ 施設の管理 〔略〕 

第８ 浸水想定区域の把握及び周知 〔略〕 

第９ 風害予防の普及啓発 〔略〕 

第10 タイムライン（防災行動計画）の把握及び

周知〔略〕 

第11 関係者間の密接な連携体制の構築 〔略〕 

 

第13節 雪害予防計画 〔略〕 

 

第14節 土砂災害予防計画  

第１～第３  〔略〕 

第４ 土砂災害防止対策の推進 

 〔略〕 

〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５ 土砂災害計警戒情報の発表 

１ 目的及び発表機関 

○ 大雨により、命に危険を及ぼす土砂災害がい

つ発生してもおかしくない状況となったとき

に、市町村長の避難指示の発令判断や住民の自

主避難の判断を支援するため、対象となる市町

村を特定して警戒を呼びかける情報で、県と盛

岡地方気象台が共同で発表する。市町村内で危

険度が高まっている詳細な領域は土砂キキクル

（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）で確認す

ることができる。危険な場所から避難する必要

があるとされる警戒レベル４に相当。 

 

２～３ 〔略〕 

４ 利用にあたっての留意点 

(1)～(2) 〔略〕 

(3) 町長が行う避難指示等の発表にに当たって

は、土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険

度分布）において危険度が高まっているメッシ

ュと重なった土砂災害警戒区域や、状況に応じ

てその周辺の発令区域も含めて検討する。 

第３ 河川の状況 〔略〕 

第４ 河川改修事業 〔略〕 

第５ 砂防事業 〔略〕 

第６ 農地防災事業 〔略〕 

第７ 施設の管理 〔略〕 

第８ 浸水想定区域の把握及び周知 〔略〕 

第９ 風害予防の普及啓発 〔略〕 

第10 タイムライン（防災行動計画）の把握及び

周知〔略〕 

第11 関係者間の密接な連携体制の構築 〔略〕  

 

第13節 雪害予防計画 〔略〕 

 

第14節 土砂災害予防計画  

第１～第３  〔略〕 

第４ 土砂災害防止対策の推進 

 〔略〕 

○ 町は、宅地造成及び特定盛り土等規制法に基

づく管内の既存盛土等に関する調査等を実施

し、必要に応じ、把握した盛土等について安全性

把握のための詳細調査や経過観察等を行うもの

とする。 

  また、これらを踏まえ、危険が確認された盛土

等について、各法令に基づき、速やかに監督処分

や撤去命令等の行政処分等の盛土等に伴う災害

を防止するために必要な措置を行うものとす

る。 

 

第５ 土砂災害計警戒情報の発表 

１ 目的及び発表機関 

○ 大雨警報(土砂災害)の発表後、命に危険を及

ぼす土砂災害がいつ発生してもおかしくない状

況となったときに、市町村長の避難指示の発令

判断や住民の自主避難の判断を支援するため、

対象となる市町村を特定して警戒を呼びかける

情報で、県と盛岡地方気象台が共同で発表する。

市町村内で危険度が高まっている詳細な領域は

土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分

布）で確認することができる。危険な場所から避

難する必要があるとされる警戒レベル４に相

当。 

２～３ 〔略〕 

４ 利用にあたっての留意点 

(1)～(2) 〔略〕 

(3) 町長が行う避難指示等の発令に当たっては、

土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分

布）において危険度が高まっているメッシュと

重なった土砂災害警戒区域や、状況に応じてそ

の周辺の発令区域も含めて検討する。 
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2-47 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 土砂災害警戒情報に加え、大雨特別警報（土砂

災害）が発表された場合は、警戒レベル５緊急安

全確保の発令を検討すること。なお、土砂キキク

ル(大雨警報(土砂災害)の危険度分布)において

「災害切迫（黒）」(実況で大雨特別警報の指標に

用いる基準に到達)のメッシュが出現し、そのメ

ッシュが土砂災害警戒［新規］等と重なった場

合、あらかじめ警戒レベル５緊急安全確保の発

令単位として設定した地域内の土砂災害警戒区

域等に警戒レベル５緊急安全確保を発令する。 

 

５ 〔略〕 

６ 避難指示等のための情報提供 

○ 〔略〕 

【土砂災害警戒情報の補足情報】 

危険度 標示 状況 

災害切迫 

【警戒レベル

５相当】 黒 

大雨特別警報（土砂災

害）の指標に用いる基

準に実況で到達（「緊急

安全確保」発令の検討

が必要な状況） 

危険災害切迫 

【警戒レベル

５相当 
紫 

２時間先までに土砂災

害警戒情報の基準に到

達すると予想（「避難指

示」発令の検討が必要

な状況） 

 

警戒【警戒レ

ベル３相当】 

赤 

２時間先までに警報基

準に到達すると予想

（「高齢者等避難」発令

の検討が必要な状況） 

 

 

注意 

【警戒レベル

２相当】 
黄 

２時間までに注意報基

準到達すると予想 

 

 

今後の情報等

に留意 
白 ［略］ 

※ 警戒避難判定情報として、危険度１km メッシ

ュごとに色分けした地図情報を市町村に提供す

る。 

第６〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 土砂災害警戒情報に加え、大雨特別警報（土砂

災害）が発表された場合は、警戒レベル５緊急安

全確保の発令を検討すること。なお、土砂キキク

ル(大雨警報(土砂災害)の危険度分布)において

「災害切迫（黒）」(実況値が大雨特別警報(土砂

災害)の基準値以上となった場合)のメッシュが

出現し、そのメッシュが土砂災害警戒区域等と

重なった場合、あらかじめ警戒レベル５緊急安

全確保の発令単位として設定した地域内の土砂

災害警戒区域等に警戒レベル５緊急安全確保を

発令する。 

５ 〔略〕 

６ 避難指示等のための情報提供 

○ 〔略〕 

【土砂災害警戒情報の補足情報】 

危険度 標示 状況 

災害切迫 

【警戒レベル

５相当】 黒 

実況値が大雨特別警報

(土砂災害)の基準値以

上となった場合 

（「緊急安全確保」発令

の検討が必要な状況） 

危険災害切迫 

【警戒レベル

５相当 
紫 

実況値又は２時間先ま

での予測値が土砂災害

警戒情報の基準以上と

なる場合 

（「避難指示」発令の検

討が必要な状況） 

警戒【警戒レ

ベル３相当】 

赤 

実況値又は２時間先ま

での予測値が大雨警報

(土砂災害)の基準以上

となる場合 

（「高齢者等避難」発令

の検討が必要な状況） 

注意 

【警戒レベル

２相当】 
黄 

実況値又は２時間先ま

での予測値が大雨注意

報の基準以上となる場

合 

今後の情報等

に留意 
白 ［略］ 

※ 警戒避難判定情報として、危険度１km メッシ

ュごとに色分けした地図情報を市町村に提供す

る。 

第６〔略〕 
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2-48 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７ 土砂災害発生時における情報収集及び報告

系統 

【土砂災害発生時における報告系統図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第15節 火災予防計画〔略〕 

 

第16節 林野火災予防計画〔略〕 

 

第17節 農業災害予防計画 〔略〕 

 

第18節 防災ボランティア育成計画〔略〕 

 

第19節 事業等継続対策計画〔略〕 

 

第７ 土砂災害発生時における情報収集及び報告

系統 

【土砂災害発生時における報告系統図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第15節 火災予防計画〔略〕 

 

第16節 林野火災予防計画〔略〕 

 

第17節 農業災害予防計画 〔略〕 

 

第18節 防災ボランティア育成計画〔略〕 

 

第19節 事業等継続対策計画〔略〕 

 

修正 

理由 

○ 県地域防災計画との整合化に伴う修正 

○ 施策の進展に伴う修正 

○ 所要の修正 
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本編 第３章 災害応急対策計画 

頁 現 計 画 修 正 案 

 

 

 

 

3-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 活動体制計画 

第１ 〔略〕 

第２ 町の活動体制 

(1)～(3) 〔略〕 

(4) 関係各課の防災活動 

災害警戒本部の設置と並行して、関係各課に

お 

いては、次の防災活動を実施する。 

課 担当内容 

総務課 〔略〕 

未来戦略課 〔略〕 

企画財政課  総務課と連携し

た情報収集、伝達

に関すること。 

 

 

 

 

税務課 〔略〕 

町民環境課 矢巾斎苑の状況確

認、総務課への報

告に関すること。 

 

 

 

福祉課 〔略〕 

健康長寿課 〔略〕 

こども家庭課 〔略〕 

産業観光課 〔略〕 

道路住宅課 １ 道路、河川、

活動交流センタ

ー及び矢幅駅東

西自由通路等の

状況確認、総務

課への報告に関

すること。 

２ 町道の応急処

置に関するこ

と。 

上下水道課 〔略〕 

出納室 〔略〕 

議会事務局 〔略〕 

農業委員会事務

局 

〔略〕 

学校教育課 〔略〕 

文化スポーツ課 〔略〕 

第１節 活動体制計画 

第１ 〔略〕 

第２ 町の活動体制 

(1)～(3) 〔略〕 

(4) 関係各課の防災活動 

災害警戒本部の設置と並行して、関係各課におい

て 

は、次の防災活動を実施する。 

課 担当内容 

総務課 〔略〕 

未来戦略課 〔略〕 

企画財政課 １ 総務課と連携した

情報収集、伝達に関す

ること。 

２ 活動交流センター

及び矢幅駅東西自由通

路等の状況確認、総務

課への報告に関するこ

と。 

税務課 〔略〕 

町民環境課 １ 矢巾斎苑の状況確

認、総務課への報告

に関すること。 

２ ごみ処理場等の施

設確認、総務課への

報告に関すること。 

福祉課 〔略〕 

健康長寿課 〔略〕 

こども家庭課 〔略〕 

産業観光課 〔略〕 

道路住宅課 １ 道路、河川、町営

住宅及び都市公園等

の状況確認、総務課

への報告に関するこ

と。 

２ 町道の応急処置に

関すること。 

 

 

上下水道課 〔略〕 

出納室 〔略〕 

議会事務局  

農業委員会事務

局 

 

〔略〕 

学校教育課 〔略〕 
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3-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校給食共同調

理場 

〔略〕 

環境施設組合 〔略〕 

その他本部長が

必要と認める課

等 

〔略〕 

 

 

(5) 〔略〕 

２ 災害対策本部 

○ 災害対策本部は、災害対策基本法第 23条

の２の規定に基づき設置し、災害応急対策を

迅速、的確に実施する。 

(1) 〔略〕 

(2) 組 織 

○ 災害対策本部の組織は、次のとおりであ

る。 

 

〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文化スポーツ課 〔略〕 

学校給食共同調

理場 

〔略〕 

〔削除〕 〔削除〕 

その他本部長が

必要と認める課

等 

 

〔略〕 

(5) 〔略〕 

２ 災害対策本部 

○ 災害対策本部は、災害対策基本法第 23条の２の 

規定に基づき設置し、災害応急対策を迅速、的確

に実施する。 

(1) 〔略〕 

(2) 組 織 

○ 災害対策本部の組織は、次のとおりである。 

 

 

〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

副本部長 

(副町長) 

（教育長） 

本部長 

(町長) 

本部員 

・政策推進監兼未来戦略課長 

・総務課長 

・企画財政課長 

〔新設〕 

・税務課長 

・町民環境課長 

・福祉課長 

・健康長寿課長 

・こども家庭課長 

・産業観光課長 

・道路住宅課長 

・上下水道課長 

・出納室長 

・議会事務局長 

・農業委員会事務局長 

・学校教育課長 

・文化スポーツ課長 

・学校給食共同調理場所長 

副本部長 

(副町長) 

（教育長） 

本部長 

(町長) 

本部員 

・〔削除〕 

・総務課長 

・企画財政課長 

・未来戦略課長 

・税務課長 

・町民環境課長 

・福祉課長 

・健康長寿課長 

・こども家庭課長 

・産業観光課長 

・道路住宅課長 

・上下水道課長 

・出納室長 

・議会事務局長 

・農業委員会事務局長 

・学校教育課長 

・文化スポーツ課長 

・〔削除〕 
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3-18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ア～カ  〔略〕 

(3)～(5) 〔略〕 

第３   〔略〕 

第４ 防災関係機関と連携した活動体制 

○ 〔略〕 

○ 町は、新興感染症対策のため、会議室のレ

イアウトの工夫やテレビ会議の活用など、応

援職員等の執務スペースの適切な空間の確保

に配慮するものとする。 

［新規］ 

 

 

 

 

第５ 〔略〕 

 

第１節の２ 〔略〕 

 

第２節 気象予報・警報等の伝達計画 

第１ 〔略〕 

第２ 実施責任者及び部・課 

実施責任

者 

活動の内容 

本部長 
１ 気象予報・警報等の周知 

２ 火災警報の発表 

 

 

第３ 実施要領 

１ 気象予報・警報等の種類及び伝達 

(1) 気象予報・警報等の種類 

気象予報・警報等の種類及びその内容は、

 

ア～カ  〔略〕 

(3)～(5) 〔略〕 

第３   〔略〕 

第４ 防災関係機関と連携した活動体制 

○ 〔略〕 

○ 町は、新興感染症対策のため、会議室のレイア

ウトの工夫やテレビ会議の活用など、応援職員等

の執務スペースの適切な空間の確保に配慮するも

のとする。また、応援職員等の宿泊場所の確保が

困難となる場合も想定して、応援職員等に対して

紹介できる、ホテル・旅館、公共施設の空きスペ

ース、仮設の拠点や車両を設置できる空き地など

宿泊場所として活用可能な施設等のリスト化に努

めるものとする。 

第５ 〔略〕 

  

第１節の２ 〔略〕 

 

第２節 気象予報・警報等の伝達計画 

第１ 〔略〕 

第２ 実施責任者及び部・課  

実施責任

者 

 

活動の内容 

本部長 

１ 気象予報・警報等の周知 

２ 林野火災注意報・火災警報等

の周知 

 第３ 実施要領 

１ 気象予報・警報等の種類及び伝達 

(1) 気象予報・警報等の種類 

気象予報・警報等の種類及びその内容は、次の
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3-23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

3- 

 

次のとおりである。 

（気象業務法に基づくもの） 

ア  警戒レベルを用いた防災情報の提供 

警戒レベルとは、～に応じて、５段階の警

戒レベルにより提供する。～ことが望まれ

る。 

イ 情報の種類 

 

種 類 発表基準 

気 

 

象 

 

に 

 

関 

 

す 

 

る 

 

情 

 

報 

早期注意情報 

(警報級の可

能性) 

５日先までの警報

級の現象の可能性が

［高］、［中］の２段

階で発表される。当

日から翌日にかけて

は時間帯を区切っ

て、内陸、沿岸北部、

沿岸南部単位で、２

日先から５日先にか

けては日単位で、内

陸、沿岸単位で発表

される。大雨に関し

て、［高］又は［中］

が予想されている場

合は、災害への心構

えを高める必要があ

ることを示す警報レ

ベル１ 

岩手県気象情

報 

気象の予報等につ

いて、特別警報・警

報・注意報に先立っ

て注意・警戒を呼び

かけられる場合や、

特別警報・警報・注

意報が発表された後

の経過や予想、防災

上の留意点が解説さ

れる場合等に発表さ

れる。 

大雨特別警報が発

表されたときには、

その内容を補足する

「記録的な大雨に関

する岩手県気象情

報」が速やかに発表

される。大雨による

災害発生の危険度が

急激に高まっている

中で、線状降水帯に

より非常に激しい雨

とおりである。 

（気象業務法に基づくもの） 

ア  警戒レベルを用いた防災情報の提供 

警戒レベルとは、～に応じて、５段階の警戒レベ

ルにより提供される。～ことが望まれる。 

 

イ 特別警報・警報・注意報の種類と概要 

大雨や強風等の気象現象により、災害が発生するお

それがあるときには「注意報」が、重大な災害が発生

するおそれがあるときには「警報」が、予想される現

象が特に異常であるため重大な災害が発生するおそ

れが著しく大きいときには「特別警報」が、県内の市

町村ごとに現象の危険度と雨量、風速、潮位等の予想

値が時間帯ごとに示されて発表される。また、土砂災

害や低い土地の浸水、中小河川の増水･氾濫、竜巻等

による激しい突風、落雷等により実際に危険度が高ま

っている場所は「キキクル」や「雷ナウキャスト」、

「竜巻発生確度ナウキャスト」等で発表される。なお、

大雨や洪水等の警報等が発表された場合のテレビや

ラジオによる放送等では、市町村等をまとめた地域の

名称が用いられる場合がある。 

種類 概要 

特別

警報 

大雨特別

警報 

大雨が特に異常である

ため重大な災害が発生

するおそれが著しく大

きいと予想されたとき

に発表される。大雨特別

警報には、大雨特別警報

(土砂災害)、大雨特別警

報(浸水害)、大雨特別警

報(土砂災害、浸水害)の

ように、特に警戒すべき

事項が明記される。災害

が発生又は切迫してい

る状況で、命の危険があ

り直ちに身の安全を確

保する必要があること

を示す警戒レベル５に

相当。 

大雪特別

警報 

大雪が特に異常である

ため重大な災害が発生

するおそれが著しく大

きいと予想されたとき

に発表される。 

暴風特別

警報 

暴風が特に異常である

ため重大な災害が発生

するおそれが著しく大

きいと予想されたとき

に発表される。 

暴風雪特

別警報 

雪を伴う暴風が特に異

常であるため重大な災

害が発生するおそれが

著しく大きいと予想さ
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が同じ場所で降り続

いているときには、

「線状降水帯」とい

うキーワードを使っ

て解説する「顕著な

大雨に関する岩手県

気象情報」が発表さ

れる。大雨・洪水警

報や土砂災害警戒情

報等で警戒を呼びか

ける中で、重大な災

害が差し迫っている

場合に一層の警戒を

呼びかけるなど、気

象台が持つ危機感を

端的に伝えるため、

本文を記述せず、見

出し文のみの岩手県

気象情報が発表され

る場合がある。 

顕著な大雨に

関する気象情

報 

大雨による災害発

生の危険度が急激に

高まっている中で、

線状の降水帯により

非常に激しい雨が同

じ場所で実際に降り

続いている状況を

「線状降水帯」とい

うキーワードを使っ

て解説する情報で、

警戒レベル相当情報

を補足する情報とし

て警戒レベル４相当

以上の状況で気象庁

が発表する。この情

報が発表されたとき

は、土砂災害警戒区

域や浸水想定区域な

ど、災害が想定され

る区域にいる方は、

町から発令されてい

る避難情報に従い直

ちに適切な避難行動

をとる必要がある。

周囲の状況を確認

し、避難場所への避

難がかえって危険な

場合は、少しでも崖

や沢から離れた建物

れたときに発表される。

「暴風による重大な災

害」に加えて「雪を伴う

ことによる視程障害等

による重大な災害」のお

それについても警戒が

呼びかけられる。 

波浪特別

警報 

高い波が特に異常であ

るため重大な災害が発

生するおそれが著しく

大きいと予想されたと

きに発表される。 

高潮特別

警報 

台風や低気圧等による

海面の上昇が特に異常

であるため重大な災害

が発生するおそれが著

しく大きいと予想され

たときに発表される。危

険な場所から避難する

必要があるとされる警

戒レベル４に相当。 

警報 

大雨警報 

大雨により重大な災害

が発生するおそれがあ

ると予想されたときに

発表される。大雨警報に

は、大雨警報(土砂災

害)、大雨警報(浸水害)、

大雨警報(土砂災害、浸

水害)のように、特に警

戒すべき事項が明記さ

れる。大雨警報(土砂災

害)は、高齢者等が危険

な場所から避難する必

要があるとされる警戒

レベル３に相当。 

洪水警報 

上流域での降雨や融雪

等による河川の増水に

より、重大な災害が発生

するおそれがあると予

想されたときに発表さ

れる。河川の増水や氾

濫、堤防の損傷や決壊に

よる重大な災害が対象

としてあげられる。高齢

者等が危険な場所から

避難する必要があると

される警戒レベル３に

相当。 

大雪警報 

大雪により重大な災害

が発生するおそれがあ

ると予想されたときに

発表される。  

暴風警報 暴風により重大な災害
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や、少しでも浸水し

にくい高い場所に移

動する等、身の安全

を確保する。避難情

報が発令されていな

い場合でも、今後、

急激に状況が悪化す

るおそれがあること

から、キキクルや水

位情報等を確認し、

少しでも危険を感じ

た場合には、自ら安

全な場所へ移動する

必要がある。 

記録的短時間

大雨情報 

大雨警報発表中に

数年に一度程度しか

発生しないような猛

烈な雨（１時間降水

量）が観測(地上の雨

量計による観測)又

は解析(気象レーダ

ーと地上の雨量計を

組み合わせた分析)

され、かつ、キキク

ル（危険度分布）の

「危険」（紫）が出現

している場合に、気

象庁から発表され

る。 

備考１ 大きな地震等が発生し、土砂災害な

どの二次災害が発生しやすいと認めら

れる場合は、基準を暫定的に引き下げ

て運用することがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が発生するおそれがあ

ると予想されたときに

発表される。  

暴風雪警

報 

雪を伴う暴風により重

大な災害が発生するお

それがあると予想され

たときに発表される。

「暴風による重大な災

害」に加えて「雪を伴う

ことによる視程障害等

による重大な災害」のお

それについても警戒が

呼びかけられる。 

波浪警報 

高い波により重大な災

害が発生するおそれが

あると予想されたとき

に発表される。  

高潮警報 

台風や低気圧等による

海面の異常な上昇によ

り重大な災害が発生す

るおそれがあると予想

されたときに発表され

る。危険な場所から避難

する必要があるとされ

る警戒レベル４に相当。 

注意

報 

大雨注意

報 

大雨により災害が発生

するおそれがあると予

想されたときに発表さ

れる。ハザードマップに

よる災害リスクの再確

認等、避難に備え自らの

避難行動の確認が必要

とされる警戒レベル２

である。 

洪水注意

報 

上流域での降雨や融雪

等による河川の増水に

より、災害が発生するお

それがあると予想され

たときに発表される。ハ

ザードマップによる災

害リスクの再確認等、避

難に備え自らの避難行

動の確認が必要とされ

る警戒レベル２である。 

大雪注意

報 

大雪により災害が発生

するおそれがあると予

想されたときに発表さ

れる。  

強風注意

報 

強風により災害が発生

するおそれがあると予

想されたときに発表さ

れる。  

風雪注意 雪を伴う強風により災
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報 害が発生するおそれが

あると予想されたとき

に発表される。「強風に

よる災害」に加えて「雪

を伴うことによる視程

障害等による災害」のお

それについても注意が

呼びかけられる。 

波浪注意

報 

高い波により災害が発

生するおそれがあると

予想されたときに発表

される。 

高潮注意

報 

台風や低気圧等による

海面の異常な上昇が予

想されたときに注意を

喚起するために発表さ

れる。高潮警報に切り替

える可能性に言及され

ていない場合は、ハザー

ドマップによる災害リ

スクの再確認等、避難に

備え自らの避難行動の

確認が必要とされる警

戒レベル２である。高潮

警報に切り替える可能

性が高い旨に言及され

ている場合は、高齢者等

が危険な場所から避難

する必要があるとされ

る警戒レベル３に相当。 

濃霧注意

報 

濃い霧により災害が発

生するおそれがあると

予想されたときに発表

される。  

雷注意報 

落雷により災害が発生

するおそれがあると予

想されたときに発表さ

れる。また、発達した雷

雲の下で発生すること

の多い竜巻等の突風や

「ひょう」による災害へ

の注意喚起を付加する

こともある。急な強い雨

への注意も雷注意報で

呼びかけられる。  

乾燥注意

報 

空気の乾燥により災害

が発生するおそれがあ

ると予想されたときに

発表される。具体的に

は、火災の危険が大きい

気象条件が予想された

ときに発表される。  

なだれ注 「なだれ」により災害が
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ウ 注意報の種類と発表基準 

種 類 発表基準 

風雪注

意報 

雪を伴う強風により災害が

発生するおそれがあると予想

されたときに発表される。「強

風による災害」に加えて「雪を

伴うことによる視程障害等に

よる災害」のおそれについても

注意を呼びかけられる。 

○ 雪を伴い、平均風速が11㎧

以上と予想される場合 

強風注 強風により災害が発生する

※ 

土

砂

崩

れ

注

意

報

及

び

浸

水

注

意

報

は

そ

の

注

意

報

事

項

を

気

象

注

意

報

に、土砂崩れ警報はその警報事項を気象警報に、土

砂崩れ特別警報はその警報事項を気象特別警報に、

浸水警報はその警報事項を気象警報又は気象特別

警報に、それぞれ含めて行われる。 

土砂崩れ特別警報は、「大雨特別警報(土砂災 

害)」として発表される。浸水警報の警報事項を含

めて行われる気象特別警報は、「大雨特別警報(浸水

害)」として発表される。 

ウ 情報の種類 

意報 発生するおそれがある

と予想されたときに発

表される。  

着氷注意

報 

著しい着氷により災害

が発生するおそれがあ

ると予想されたときに

発表される。具体的に

は、通信線や送電線、船

体等への被害が発生す

るおそれがあるときに

発表される。  

着雪注意

報 

著しい着雪により災害

が発生するおそれがあ

ると予想されたときに

発表される。具体的に

は、通信線や送電線、船

体等への被害が発生す

るおそれがあるときに

発表される。  

融雪注意

報 

融雪により災害が発生

するおそれがあると予

想されたときに発表さ

れる。具体的には、浸水

害、土砂災害等が発生す

るおそれがあるときに

発表される。  

霜注意報 

霜により災害が発生す

るおそれがあると予想

されたときに発表され

る。具体的には、早霜や

晩霜により農作物への

被害が発生するおそれ

があるときに発表され

る。 

低温注意

報 

低温により災害が発生

するおそれがあると予

想されたときに発表さ

れる。具体的には、低温

による農作物等への著

しい被害や、冬季の水道

管凍結や破裂による著

しい被害が発生するお

それがあるときに発表

される。 
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意報 おそれがあると予想されたと

きに発表される。 

○ 平均風速が 11 ㎧以上と予

想される場合 

大雨注

意報 

大雨により災害が発生する

おそれがあると予想されたと

きに発表される。ハザードマッ

プによる災害リスクの再確認

等、避難に備え自らの避難行動

の確認が必要とされる警戒レ

ベル２ 

○ 表面雨量指数基準（注

１）「8」 

○ 土壌雨量指数基準（注

２、注３）「84」 

（注１） 表面雨量指数と

は、短時間強雨によ

る浸水危険度の高ま

りを把握するための

指標で、降った雨が

地表面にどれだけ溜

まっているかを数値

化したもの。 

（注２） 土壌雨量指数とは、

降雨による土砂災害

危険度の高まりを把

握するための指標で、

土壌中に水分量とし

てどれだけ溜まって

いるかを数値化した

もの。 

（注３） 土壌雨量指数基準

は１km四方毎に設定している

が、ここでは町内における基

準の最低値を示す。 

大雪注

意報 

大雪により災害が発生する

おそれがあると予想されたと

きに発表される。 

○ 12時間の降雪の深さが、

平野部で 15 ㎝以上、山沿いで

20㎝以上と予想される場合 

濃霧注意

報 

濃い霧により災害が発生す

るおそれがあると予想された

ときに発表される。 

○ 濃霧のため視程が陸上で

100ｍ以下となると予想され

る場合 

種 類 概要 

気 

 

象 

 

に 

 

関 

 

す 

 

る 

 

情 

  

報 

早期注意情報 

(警報級の可能

性) 

５日先までの警報

級の現象の可能性が

［高］、［中］の２段階

で発表される。当日

から翌日にかけては

時間帯を区切って、

内陸、沿岸北部、沿岸

南部単位で、２日先

から５日先にかけて

は日単位で、内陸、沿

岸単位で発表され

る。大雨に関して、

［高］又は［中］が予

想されている場合

は、災害への心構え

を高める必要がある

ことを示す警報レベ

ル１である。 

岩手県気象情

報 

気象の予報等につ

いて、特別警報・警

報・注意報に先立っ

て注意・警戒を呼び

かける場合や、特別

警報・警報・注意報が

発表された後の経過

や予想、防災上の留

意点を解説する場合

等に発表される。 

大雨特別警報が発

表されたときには、

その内容を補足する

「記録的な大雨に関

する岩手県気象情

報」が速やかに発表

される。大雨による

災害発生の危険度が

急激に高まっている

中で、線状降水帯に

より非常に激しい雨

が同じ場所で降り続

いているときには、

「線状降水帯」とい

うキーワードを使っ

て解説する「顕著な

大雨に関する岩手県

気象情報」が発表さ

れる。大雨・洪水警報
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雷注意報 

落雷により災害が発生する

おそれがあると予想されたと

きに発表される。また、発達し

た雷雲の下で発生することの

多い竜巻等の突風や「ひょう」

による災害の注意喚起が付加

されることもある。急な強い雨

への注意も雷注意報で呼びか

けられる。 

乾燥注意

報 

空気の乾燥により災害が発

生するおそれがあると予想さ

れたときに発表される。具体的

には、火災の危険が大きい気象

条件を予想したときに発表さ

れる。 

○ 最小湿度が 40％以下、実

効湿度 65％以下で、風速

７㎧以上が２時間以上継

続すると予想される場合 

○ 最小湿度が 35％以下、実

効湿度60％以下 

霜注意報 

霜により災害が発生するお

それがあると予想されたとき

に発表される。具体的には、早

霜や晩霜により農作物への被

害が発生するおそれがあると

きに発表される。 

○ 早霜、晩霜期に、最低気温

がおおむね、２℃以下になると

予想される場合 

低温注意

報 

低温により災害が発生する

おそれがあると予想されたと

きに発表される。具体的には、

低温による農作物等への著し

い被害や、冬期の水道管凍結や

破裂による著しい被害が発生

するおそれがあるときに発表

される。 

○ 夏期 

 最高、最低、平均気温のいず

れかが、平年より４～５℃以

上低い日が数日以上続くと予

想される場合 

○ 冬期 

① 最低気温が６℃以下 

であって、最低気温が平 

や土砂災害警戒情報

等で警戒を呼びかけ

る中で、重大な災害

が差し迫っている場

合に一層の警戒を呼

びかけるなど、気象

台が持つ危機感を端

的に伝えるため、本

文を記述せず、見出

し文のみの岩手県気

象情報が発表される

場合がある。 

記録的短時間

大雨情報 

大雨警報発表中に

数年に一度程度しか

発生しないような猛

烈な雨（１時間降水

量）が観測(地上の

雨量計による観測)

又は解析(気象レー

ダーと地上の雨量計

を組み合わせた分

析)され、かつ、キ

キクル（危険度分

布）の「危険」

（紫）が出現してい

る場合に、気象庁か

ら発表される。 

気

象

に

関

す

る

情

報 

土砂災害警戒

情報 

この情報が発表さ

れたときは、土砂災

害及び、低い土地の

浸水や中小河川の増

水・氾濫による災害

発生につながるよう

な猛烈な雨が降って

いる状況であり、実

際に災害発生の危険

度が高まっている場

所をキキクルで確認

する必要がある。 

竜巻注意情報 

大雨警報（土砂災

害）の発表後、命に

危険を及ぼす土砂災

害がいつ発生しても

おかしくない状況と

なったときに、市町

村長の避難指示の発

令判断や住民の自主

避難の判断を支援す
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年より５℃以上低いと予 

想される場合 

② 最低気温が、－６℃ 

以下であって、最低気温 

が平年より２℃以上低 

い日が数日続くと予想 

される場合 

 

種 類 発表基準 

着雪注意

報 

著しい着雪により災害が発

生するおそれがあると予想さ

れたときに発表される。具体的

には、通信線や送電線、船体等

に被害が発生するおそれがあ

るときに発表される。 

○ 大雪注意報の条件下、気

温が－２℃より高いと予想さ

れる場合 

着氷注意

報 

著しい着氷により災害が発

生するおそれがあると予想さ

れたときに発表される。具体的

には、通信線や送電線、船体等

に被害が発生するおそれがあ

るときに発表される。 

○ 大雪注意報の条件下、気

温が－２℃より高いと予想さ

れる場合 

なだれ

注意

報 

なだれにより災害が発生す

るおそれがあると予想された

ときに発表される。 

○ 山沿いで 24時間の降雪の

深さが 40cm以上と予想され

る場合 

○ 積雪が 50㎝以上あり、日

平均気温５℃以上の日が継

続すると予想される場合 

融雪注意

報 

融雪により災害が発生する

おそれがあると予想されたと

きに発表される。具体的には、

浸水害、土砂災害等の災害が発

生するおそれがあるときに発

表される。 

るため、対象となる

市町村を特定して警

戒を呼びかける情報

で、県と盛岡地方気

象台から共同で発表

される。市町村内で

危険度が高まってい

る詳細な領域は土砂

キキクル（大雨警報

（土砂災害）の危険

度分布）で確認する

ことができる。危険

な場所から避難する

必要があるとされる

警戒レベル４に相

当。 
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洪水注意

報 

河川の上流域での降雨や融

雪等により河川が増水し、災害

が発生するおそれがあると予

想されたときに発表される。 

ハザードマップによる災害

リスクの再確認等、避難に備え

自らの避難行動の確認が必要

とされる警戒レベル２ 

○ 流域雨量指数基準（注

１、注３） 

大白沢川流域＝4.8、太

田川流域＝7.2、 

岩崎川流域＝4.9、芋沢

川流域＝3.0、        

向田川流域＝2.8、見前

川流域＝7.5 

○ 複合基準（注２、注３） 

北上川流域＝（5，55.6）、

大白沢川流域＝（6，

4.8）、 

岩崎川流域＝（6,4.8）、

芋沢川流域＝（6，2.3）、 

向田川流域＝（6，2.2）、

見前川流域（6,7.5） 

○ 指定河川洪水予報によ

る基準  北上川上流［明治

橋］ 

（注１）流域雨量指数とは、降

雨による洪水危険度の

高まりを把握するため

の指標で、流域に降った

雨が河川に集まり流れ

下る量を指数化したも

の。 

（注２）複合基準は、（表面雨

量指数、流域雨量指数）

の組み合わせによる基

準値を表す。 

（注３）流域雨量指数基準及び

複合基準は、すべての地

点に設定しているが、こ

こでは主要な河川にお

ける代表地点の基準値

を示す。 

備考１ 土砂崩れ注意報及び浸水注意報は、そ

の注意報事項を気象注意報に含めて行わ
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れる。 

２ 大きな地震等が発生し、土砂災害など

の二次災害が発生しやすいと認める場合

は、基準を暫定的に引き下げて運用する

ことがある。 

エ 警報の種類と発表基準 

種 類 発表基準 

暴風警報 

暴風により重大な災害が発

生するおそれがあると予想さ

れたときに発表される。 

○ 平均風速が 16㎧以上と予

想される場合 

暴風雪警

報 

雪を伴う暴風により重大な

災害が発生するおそれがある

と予想されたときに発表され

る。「暴風による重大な災害」

に加えて「雪を伴うことによる

視程障害等による重大な災害」

のおそれについても警戒を呼

びかける。 

○ 雪を伴い平均風速が 16㎧

以上と予想される場合 

大雨警報 

大雨により重大な災害が発

生するおそれがあると予想さ

れたときに発表される。大雨警

報には、大雨警報（土砂災害）、

大雨警報（浸水害）、大雨警報

（土砂災害、浸水害）のように、

特に警戒すべき事項が明記さ

れる。大雨警報（土砂災害）は、

高齢者等は危険な場所からの

避難が必要とされる警戒レベ

ル３に相当 

○ 表面雨量指数基準（注１）

「11」 

○ 土壌雨量指数基準（注２、

注３）「124」 

（注１）表面雨量指数とは、短

時間強雨による浸水危

険   度の高まりを

把握するための指標で、

降った雨が地表面にど

れだけ溜まっているか

を数値化したもの。 

（注２）土壌雨量指数とは、降

雨による土砂災害危険

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ キキクル等の種類と概要 

種類 概要 

土砂キキ

クル 

(大雨警報

( 土 砂 災

害)の危険

度分布) 

大雨による土砂災害発生の危

険度の高まりの予測を、地図上

で１km四方の領域ごとに５段階

に色分けして示す情報。２時間

先までの雨量分布及び土壌雨量

指数の予測を用いて常時10分ご

とに更新しており、大雨警報(土

砂災害)や土砂災害警戒情報等

が発表されたときに、危険度が

高まっている場所を面的に確認

することができる。 

○ 「災害切迫」(黒)：命の危険

があり直ちに身の安全を確保

する必要があるとされる警戒

レベル５に相当。 

○ 「危険」(紫)：危険な場所か

ら避難する必要があるとされ

る警戒レベル４に相当。 

○ 「警戒」(赤)：高齢者等が危

険な場所から避難する必要が

あるとされる警戒レベル３に

相当。 

○ 「注意」(黄)：ハザードマッ

プによる災害リスクの再確認

等、避難に備え自らの避難行

動の確認が必要とされる警戒

レベル２に相当。 
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度   の高まりを把

握するための指標で、土

壌中に水分量としてど

れだけ溜まっているか

を数値化したもの。 

（注３）土壌雨量指数基準は、

1km 四方毎に設定して

いるが、ここでは町内に

おける基準の最低値を

示す。 

大雪警報 

大雪により重大な災害が発

生するおそれがあると予想さ

れたときに発表される。 

○ 12 時間の降雪の深さが平

野部で 40㎝以上、山沿いで

50㎝以上と予想される場合 

洪水警報 河川の上流域での降雨や融

雪等により河川が増水し、重大

な災害が発生するおそれがあ

ると予想されたときに発表さ

れる。河川の増水や氾濫、堤防

の損傷や決壊による重大な災

害が対象としてあげられる。高

齢者等は危険な場所からの避

難が必要とされる警戒レベル

３に相当 

○ 流域雨量指数基準（注１、

注３） 

大白沢川流域＝6.1、 

太田川流域＝9.1、 

岩崎川流域＝6.1、 

芋沢川流域＝3.8、 

向田川流域＝3.6、 

見前川流域＝9.4 

○ 複合基準（注２、注３） 

大白沢川流域＝（6，5.6）、 

岩崎川流域＝（6,6.1）、 

芋沢川流域＝（6，3.3）、 

浸水キキ

クル 

(大雨警報

(浸水害)

の危険度

分布) 

短時間強雨による浸水害発生

の危険度の高まりの予測を、地

図上で１km四方の領域ごとに５

段階に色分けして示す情報。 

１時間先までの表面雨量指数

の予測を用いて常時10分ごとに

更新しており、大雨警報(浸水

害)等が発表されたときに、危険

度が高まっている場所を面的に

確認することができる。 

○ 「災害切迫」(黒)：命の危険

があり直ちに身の安全を確保

する必要があるとされる警戒

レベル５に相当。 

洪水キキ

クル 

(洪水警報

の危険度

分布) 

指定河川洪水予報の発表対象

ではない中小河川(水位周知河

川及びその他河川)の洪水害発

生の危険度の高まりの予測を、

地図上で河川流路を概ね１kmご

とに５段階に色分けして示す情

報。３時間先までの流域雨量指

数の予測を用いて常時10分ごと

に更新しており、洪水警報等が

発表されたときに、危険度が高

まっている場所を面的に確認す

ることができる。 

○ 「災害切迫」(黒)：命の危険

があり直ちに身の安全を確保

する必要があるとされる警戒

レベル５に相当。 

○ 「危険」(紫)：危険な場所か

ら避難する必要があるとされ

る警戒レベル４に相当。 

○ 「警戒」(赤)：高齢者等が危

険な場所から避難する必要が

あるとされる警戒レベル３に

相当。 

○ 「注意」(黄)：ハザードマ

ップによる災害リスクの再確認

等、避難に備え自らの避難行動

の確認が必要とされる警戒レベ

ル２に相当。 

流域雨量

指数の予

測値 

各河川の、上流域での降雨に

よる、下流の対象地点の洪水危

険度(大河川においては、その

支川や下水道の氾濫などの「湛

水型内水氾濫」の危険度)の高

まりの予測を、洪水警報等の基

準への到達状況に応じて危険度

を色分けした時系列で示す情

報。 

流域内における雨量分布の実
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見前川流域＝（6,8.4） 

○ 指定河川洪水予報による

基準 北上川上流［明治橋］ 

（注１）流域雨量指数とは、降

雨による洪水危険度の高       

まりを把握するための指標

で、流域に降った雨が河川に

集まり流れ下る量を指数化し

たもの 

（注２）複合基準とは、(表面

雨量指数、流域雨量指数)   

の組み合わせによる基準値を

表す。 

（注３）流域雨量指数基準及び

複合基準は、すべての地点に設

定しているが、ここでは主要な

河川における代表地点の基準

値を示す。 

備考１ 土砂崩れ警報及び浸水警報は、その警

報事項を気象警報に含めて行われる。 

２ 大きな地震等が発生し、土砂災害な 

どの二次災害が発生しやすいと認める場

合は、大雨警報などの基準を暫定的に引

き下げて運用することがある。 

３ キキクル（警報の危険度分布）等の種

類と概要は次のとおりである。 

種類 概要 

土砂キキ

クル（大雨

警報（土砂

災害）の危

険度分布） 

大雨による土砂災害発生の

危険度の高まりの予測を、地図

上で１km 四方の領域ごとに５

段階に色分けして示す情報。２

時間先までの雨量分布及び土

壌雨量指数の予測を用いて常

時 10分毎に更新しており、大

雨警報（土砂災害）や土砂災害

警戒情報等が発表されたとき

に、危険度が高まっている場所

を面的に確認することができ

る。 

○ 「災害切迫」（黒）：命の

危険、直ちに安全確保が必

要とされる警戒レベル５

に相当 

○ 「危険」(紫)：危険な場

所からの避難が必要とさ

れる警戒レベル４に相当 

○ 「警戒」(赤）：高齢者等

況と６時間先までの予測(解析

雨量及び降水短時間予報等)を

用いて常時10分ごとに更新して

いる。 

 土壌雨量指数:土壌雨量指数は、降雨による土砂 

災害リスクの高まりを示す指標で、土壌中に貯まっ 

ている雨水の量を示す指数流域雨量指数:流域雨量 

指数は、河川の上流域に降った雨による、下流の対 

象地点の洪水害リスクの高まりを示す指標で、降っ 

た雨水が地表面や地中を通って時間をかけて河川 

に流れ出し、さらに河川に沿って流れ下る量を示す 

指数。 

表面雨量指数:表面雨量指数は、短時間強雨による

浸水害リスクの高まりを示す指標で、降った雨が地表

面にたまっている量を示す指数。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



本編・新旧対照表 

26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-29 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は危険な場所からの避難

が必要とされる警戒レベ

ル３に相当 

○ 「注意」(黄)：ハザード

マップによる災害リスク

の再確認等、避難に備え自

らの避難行動の確認が必

要とされる警戒レベル２

に相当 

浸水キキ

クル（大雨

警報（浸水

害）の危険

度分布） 

短時間強雨による浸水害発

生の危険度の高まりの予測を、

地図上で１km 四方の領域ごと

に５段階に色分けして示す情

報。 

１時間先までの表面雨量指

数の予測を用いて常時 10分毎

に更新しており、大雨警報（浸

水害）等が発表されたときに、

危険が高まっている場所を面

的に確認することができる。 

○ 「災害切迫」（黒）：命の

危険、直ちに安全確保が必要と

される警戒レベル５に相当指

定河川洪水予報の発表対象で

はない中小河川（水位周知河川

及びその他河川）の洪水害発生

の危険度の高まりの予測を、地

図上で河川流路を概ね１km ご

とに５段階に色分けして示す

情報。３時間先までの流域雨量

指数の予測を用いて常時 10分

毎に更新しており、洪水警報等

が発表されたときに、危険度が

高まっている場所を面的に確

認することができる。 

○ 「災害切迫」（黒）：命の

危険、直ちに安全確保が必

要とされる警戒レベル５

に相当 

○ 「危険」(紫)：危険な場

所からの避難が必要とさ

れる警戒レベル４に相当 

○ 「警戒」(赤)：高齢者等

は危険な場所からの避難
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が必要とされる警戒レベ

ル３に相当 

○ 「注意」(黄)：ハザード

マップによる災害リスクの再

確認等、避難に備え自らの避難

行動の確認が必要とされる警

戒レベル２に相当 

 

流域雨量

指数の予

測値 

各河川の上流域での降雨に

よる、下流の対象地点の洪水

危険度（大河川においては、

その支川や下水道の氾濫等の

「湛水型内水氾濫」の危険

度）の高まりの予測を、洪水

警報等の基準への到達状況に

応じて危険度を色分けした時

系列で示す情報。 

流域内における雨量分布の

実況と６時間先までの予測（解

析雨量及び降水短時間予報等）

を用いて常時 10分ごとに更新

している。 

 

 

オ 特別警報の種類と発表基準 

種 類 内  容 

暴風特別

警報 

暴風が特に異常であるた

め重大な災害が発生するお

それが著しく大きいと予想

されたときに発表される。 

○ 数十年に一度の強度

の台風や同程度の温帯

低気圧により暴風が吹

くと予想される場合 

暴風雪特

別警報 

雪を伴う暴風が特に異常

であるため重大な災害が発

生するおそれが著しく大き

いと予想されたときに発表

される。「暴風による重大な

災害」に加えて「雪を伴うこ

とによる視程障害等による

重大な災害」のおそれについ

ても警戒を呼びかける。 

○ 数十年に一度の強度

の台風と同程度の温帯

低気圧により雪を伴う

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 気象等に関する特別警報の発表基準 

現象 特別警報の基準 

大雨 台風や集中豪雨により数十年に一

度の降雨量となる大雨が予想され

る場合※ 

暴風 数十年に一度の強

度の台風や同程度

の温帯低気圧によ

り 

暴風が吹くと

予想される場

合※ 

高潮 高潮になると

予想される場

合※ 

波浪 高波になると

予想される場

合※ 

暴風

雪 

数十年に一度の強度の台風と同程

度の温帯低気圧により雪を伴う暴

風が吹くと予想される場合※ 

大雪 数十年に一度の降雪量となる大雪

が予想される場合※ 

※ 過去の災害事例に照らして、指数(土壌雨量指数、

表面雨量指数、流域雨量指数）、積雪量、台風の中

心気圧、最大風速等に関する客観的な指標を設け、

これらの実況及び予想に基づいて発表を判断する。 
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暴風が吹くと予想され

る場合 

大雨特別

警報 

大雨が特に異常であるた

め重大な災害が発生するお

それが著しく大きいと予想

されたときに発表される。大

雨特別警報には、大雨特別警

報（土砂災害）、大雨特別警報

（浸水害）、大雨特別警報（土

砂災害、浸水害）のように、

特に警戒すべき事項が明記

される。災害が発生又は切迫

している状況であり、命の危

険が迫っているため直ちに

身の安全を確保する必要が

あることを示す警戒レベル

５に相当 

○ 台風や集中豪雨によ

り数十年に一度の降雨

量となる大雨が予想さ

れる場合 

大雪特別

警報 

大雪が特に異常であるた

め重大な災害が発生するお

それが著しく大きいと予想

されたときに発表される。 

○ 数十年に一度の降雪

量となる大雪が予想される

場合 

備考１ 土砂崩れ特別警報は、気象特別警報 

に含めて「大雨特別警報（土砂災害）」 

として発表される。浸水警報の警報事項 

を含めて行う気象特別警報は、「大雨特 

別警報（浸水害）として発表される。 

  ２ 発表の判断にあたっては、降水量、積

雪量、台風の中心気圧、最大風速等につ

いて過去の災害事例に照らして算出した

客観的な指標を設け、これらの実況及び

予想に基づいて行う。 
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〔新規〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ 警報・注意情報発表基準一覧 

市町村等版警報・注意報発表基準一覧表の解説 

(1) 本表は、気象・高潮・波浪・洪水に関する警報・

注意報の発表基準を一覧表に示したものである。

特別警報及び地震動・津波・火山に関する警報の

発表基準は、別の資料を参照のこと。 

(2) 警報とは、重大な災害が起こるおそれのある旨

を警告して行う予報であり、注意報とは、災害が

起こるおそれのある旨を注意して行う予報であ

る。警報・注意報は、気象要素が本表の基準に達

すると予想される市町村等に対して発表する。 

(3) 大雨、洪水、大雪、高潮、波浪の警報・注意報、

暴風警報、暴風雪警報、強風注意報、風雪注意報

及び記録的短時間大雨情報では、基準における「…

以上」の「以上」を省略した。また、乾燥注意報、

濃霧注意報では、基準における「…以下」の「以

下」を省略した。なお、上記以外の注意報では、

基準の表記が多岐にわたるため、省略は行ってい

ない。  

(4) 表中において、発表官署が警報・注意報の本文

中で用いる「平地、山地」等の地域名で基準値を

記述する場合がある。 

(5) 表中において、対象の市町村等で現象が発現し

ない警報・注意報についてはその欄を斜線で、ま

た現象による災害が極めて稀であり、災害との関

係が不明確であるため具体的な基準を定めていな

い警報・注意報(洪水を除く。)についてはその欄

を空白で、大雨警報・注意報の土壌雨量指数基準

及び洪水警報・注意報の流域雨量指数基準、複合

基準のうち基準を定めていないもの、または、洪

水警報・注意報の基準となる洪水予報指定河川が

ない場合についてはその欄を“－”で、それぞれ

示している。 
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カ 地震動の警報及び地震情報の種類  

 (ｱ) 緊急地震速報（警報） 

 ○ 気象庁は、最大震度５弱以上、又は長周 

  期地震動階級３以上の揺れがを予想された  

場合に、震度４以上又は長周期地震動階級

(6) 大雨警報については、表面雨量指数基準に達す

ると予想される場合は「大雨警報(浸水害)」、土壌

雨量指数基準に達すると予想される場合は「大雨

警報(土砂災害)」、両基準に達すると予想される場

合は「大雨警報(土砂災害、浸水害)」として発表

するため、大雨警報の欄中、(浸水害)は「大雨警

報(浸水害)」、(土砂災害)は「大雨警報(土砂災害)」

の基準をそれぞれ示している。    

(7) 地震や火山の噴火等、不測の事態により気象災

害にかかわる諸条件が変化し、通常の基準を適用

することが適切でない状態となることがある。こ

のような場合は、非常措置として基準のみにとら

われない警報・注意報の運用を行うことがある。

また、このような状態がある程度長期間継続する

と考えられる場合には、特定の警報・注意報につ

いて、対象地域を必要最小限の範囲に限定して「暫

定基準」を設定し、通常より低い基準で運用する

ことがある。  

(8) 大雨警報・注意報の表面雨量指数基準は、市町

村等の域内において単一の値をとる。ただし、暫

定基準を設定する際に市町村等の一部地域のみ通

常より低い基準で運用する場合がある。この場合、

本表には市町村等の域内における基準の最低値を

示している。 

(9) 大雨警報・注意報の土壌雨量指数基準は 1km四

方毎に設定しているが、本表には市町村等の域内

における基準の最低値を示している。 

(10) 洪水の欄中、｢○○川流域=10.5｣は、｢○○川流

域の流域雨量指数10.5 以上｣を意味する。  

(11) 洪水警報・注意報の流域雨量指数基準は、各流

域のすべての地点に設定しているが、本表には主

要な河川における代表地点の基準値を示してい

る。欄が空白の場合は、当該市町村等において主

要な河川は存在しないことを表している。 

(12) 洪水警報・注意報の複合基準は、主要な河川に

おける代表地点の(表面雨量指数，流域雨量指数)

の組み合わせによる基準値を示している。 

(13) 洪水の欄中、「指定河川洪水予報による基準」

の「○○川［△△］」は、洪水警報においては「指

定河川である○○川に発表された洪水予報にお

いて、△△基準観測点で氾濫警戒情報又は氾濫危

険情報の発表基準を満たしている場合に洪水警

報を発表する」ことを、洪水注意報においては、

同じく「△△基準観測点で氾濫注意情報の発表基

準を満たしている場合に洪水注意報を発表する」

ことを意味する。 

 

 

キ 地震動の警報及び地震情報の種類 

(ｱ) 緊急地震速報（警報） 

○ 〔略〕 

○ 気象庁は緊急地震速報を発表し、日本放送協会

（ＮＨＫ）に伝達する。また、緊急地震速報は、テレ
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３以上が予想される地域に対し、緊急地震

速報（警報）を発表し、日本放送協会（ＮＨ

Ｋ）に伝達する。また、テレビ、ラジオ、全

国瞬時警報システム（Ｊ-ＡＬＥＲＴ）経由

による防災行政無線等を通じて住民に伝達

される。 

 ○ 〔略〕 

 (ｲ) 地震情報の種類と内容 

 〔略〕 

 (ｳ) 地震活動に関する解説資料等 

○ 〔略〕 

種類 
発表基準 

内 容 

地震解説

資料（全国

速報版・地

域速報版） 

以下のい

ずれかを満

たした場合

に、一つの現

象に対して

一度だけ発

表。 

・津波警報・

注意報発表

時（遠隔地震

による発表

時除く） 

・岩手県内

で震度４以

上を観測 

（ただし、地

震が頻発し

ている場合、

その都度の

発表はしな

い。） 

地震発生後

30 分程度を目

途に、地方公共

団体が初動期の

判断のため、状

況把握等に活用

できるように、

地震の概要、震

度や長周期地震

動階級に関する

情報、津波警報

や津波注意報等

の発表状況等、

及び津波や地震

の図情報を取り

まとめた資料。 

・地震解説資料

（全国速報版） 

上記内容につ

いて、全国の状

況を取りまとめ

た資料。 

・地震解説資料

（地域速報版） 

上記内容につ

いて、発表基準

を満たした都道

府県別にとりま

とめた資料。 

地震解説

資料（全国

詳細版・地

域詳細版） 

 以下のい

ずれかを満

たした場合

に発表する

ほか、状況

に応じて必

要となる続

地震発生後１

～２時間を目途

に第１号を発表

する。 

・地震解説資料

（全国詳細版）

地震や津波の特

ビ、ラジオ、携帯電話（緊急速報メール機能を含む）、

全国瞬時警報システム（Ｊ-ＡＬＥＲＴ）経由による

町の防災行政無線等を通じて住民に伝達される。 

○ 〔略〕 

 

 

 

(ｲ) 地震情報の種類、発表基準と内容 

〔略〕 

(ｳ) 地震活動に関する解説資料等 

○ 〔略〕 

種類 発表基準 内容 

地震解説資料

（全国速報版・

地域速報版） 

〔略〕 〔略〕 

地震解説資料

（全国詳細版・

地域詳細版） 

〔略〕 〔略〕 

地震活動図 
・定期（毎月

初旬） 

地震・津波防

災に係る災害

予想図の作

成、その他防

災に係る活動

を支援するた

めに、(毎月の

都道府県内及

び)その地方の

地震活動の状

況をとりまと

めた地震活動

の傾向等を示

す資料。 

週間地震活動 〔略〕 〔略〕 

 

(ｴ) 北海道・三陸沖後発地震注意情報 

 ①情報発表条件 

○ 北海道の根室沖から東北地方の三陸沖の巨大

地震の想定震源域及びその領域に影響を与える

外側のエリアでモーメントマグニチュード7.0以

上の地震が発生した場合に、情報が発表される。 

○ 想定震源域の外側でモーメントマグニチュー

ド7.0以上の地震が発生した場合は、地震のモー

メントマグニチュードに基づき想定震源域へ影

響を与えるものであると評価された場合に、情報

が発表される。 

②情報発表の流れ 

○ 気象庁において一定精度のモーメントマグニ

チュードを推定（地震発生後15分～２時間程度）

し、情報発表の条件を満たす先発地震であると判

断でき次第、内閣府・気象庁合同記者会見が開か

れ、「北海道・三陸沖後発地震注意情報」が発表

される。 

③情報の解説及び防災対応の呼びかけ内容 
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報を適宜発

表。 

・津波警

報・注意報

発表時 

・岩手県内

で震度５弱

以上を観測 

・社会的に

関心の高い

地震が発生 

徴を解説するた

め、防災上の留

意事項やその後

の地震活動の見

通し、津波や長

周期地震動の観

測状況、緊急地

震速報の発表状

況、周辺の地域

の過去の地震活

動など、より詳

しい状況等を取

りまとめた資

料。 

・地震解説資料

（地域詳細版） 

地震解説資料

（全国詳細版）

発表以降に状況

に応じて必要と

なる続報を適宜

発表するととも

に、状況に応じ

て適切な解説を

加えることで、

防災対応を支援

する資料（地域

の地震活動状況

に応じて、単独

で提供されるこ

ともある）。 

地震活動

図 

・定期（毎

月） 

地震・津波防

災に係る活動を

支援するため

に、月ごとの岩

手県とその周辺

の地震活動の状

況をとりまとめ

た地震活動の傾

向等を示す資

料。 

週間地震

活動 

・定期（毎週

金曜） 

防災に係る活

動を支援するた

めに、週ごとの

全国の震度など

を取りまとめた

資料。 

 

 

○ 合同記者会見では、気象庁からの「北海道・三

陸沖後発地震注意情報」の発表と解説及び内閣府

からの「当該情報を受けてとるべき防災対応の呼

びかけ」が行われる。 

○ 防災対応の呼びかけ内容は、先発地震の被害状

況等により変わる。 

④情報に関する留意事項 

○ 「北海道・三陸沖後発地震注意情報」は、大規

模地震の発生可能性が平時よりも相対的に高ま

っていることをお知らせする情報であるが、様々

な留意事項がある。 

○ 以下の留意事項を考慮した上で、必要な防災対

応をとることが重要である。 

・この情報は、防災対応の呼びかけ期間中に、大

規模地震が必ず発生するということをお知らせ

するものではない。 

・後発地震の発生可能性は、先発地震が起こって

から時間が経つほど低くなる。 

・後発地震の発生可能性は、先発地震の震源から

遠いところほど低くなる。 

・後発地震の発生可能性は、後発地震の規模が大

きいほど低くなり、最大クラスの後発地震が発生

する可能性はさらに低くなる。 

・モーメントマグニチュード8クラスの大規模地

震は、後発地震への注意を促す情報が発表されて

いない状況で突発的に発生することが多い。 

・最大クラスの地震に備えることが大切だが、よ

り震度が大きくなる可能性のある直下型の地震

や、最大クラスの地震より発生確率が高い一回り

小さいモーメントマグニチュード8クラスの地震

等にも備える必要がある。 

・情報発表の対象とする地震の発生エリア(北海

道の根室沖から東北地方の三陸沖)の外側でも、

先発地震が発生した周辺では、大規模地震が発生

する可能性がある。 

・すでに発生した先発地震への対応と後発地震

に備えた対応を混同しないように配慮すること

が必要である。 
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キ 火山に関する予報・警報・情報の種類と内

容 

種類 内 容 

噴火警報

（居住地

域）又は噴

火警報 

居住地域およびそれより火

口側における警戒が必要な場

合にその対象範囲と警戒事項

を随時発表。 

噴火警報

（火口周

辺）又は火

口周辺警

報 

 火口から少し離れた所まで、

又は火口から居住地域近くま

での広い範囲における火口周

辺で警戒が必要な場合にその

対象範囲と警戒事項を随時発

表。 

噴火予報 

噴火警報を解除する場合、又

は火山活動が静穏（活火山であ

ることに留意）な状態が続くこ

とを知らせる場合にその旨を

発表。 

降灰予報 

 噴火が予想される又は発生

した場合に降灰量の分布及び

小さな噴石の降下範囲を予測

して発表。 

火山の状

況に関す

る解説情

報 

火山活動が活発な場合等に

火山性地震や微動回数及び噴

火等の火山の状況を随時発表。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ク 火山に関する予報・警報・情報の種類と内容 

(ｱ)～(ｴ) 〔略〕 

(ｵ) 噴火速報 

○ 仙台管区気象台が、登山者や周辺の住民に対し

て、火山が噴火したことを端的にいち早く伝え、

身を守る行動を取っていただくために発表する。 

○ 噴火速報は以下のような場合に発表する。 

・噴火警報が発表されていない常時観測火山に

おいて、噴火が発生した場合 

・噴火警報が発表されている常時観測火山にお

いて、噴火警戒レベルの引き上げや警戒が必要な

範囲の拡大を検討する規模の噴火が発生した場

合(※) 

・このほか、社会的な影響が大きく、噴火の発生

を速やかに伝える必要があると判断した場合 

※噴火の規模が確認できない場合は発表する。 

○ 噴火の発生を確認するにあたっては、気象庁が

監視に活用しているデータだけでなく、関係機関

からの通報等も活用する。 

 

(ｶ)  火山の状況に関する解説情報 

○ 仙台管区気象台が、現時点で、噴火警戒レベル

の引き上げ基準に達していない、または、噴火警

報を発表し「警戒が必要な範囲」の拡大を行うよ

うな状況ではないが、今後の活動の推移によって

は噴火警報を発表し、噴火警戒レベルの引上げ

や、「警戒が必要な範囲」の拡大を行う可能性が

あると判断した場合等に、火山活動の状況や防災

上警戒・注意すべき事項を伝えるため、「火山の

状況に関する解説情報(臨時)」を発表する。 

○ 現時点では、噴火警戒レベルを引き上げる可能

性は低い、または、噴火警報を発表し「警戒が必

要な範囲」の拡大を行う可能性は低いが、火山活

動に変化がみられるなど、火山活動の状況を伝え

る必要があると判断した場合に、「火山の状況に

関する解説情報」を適時発表する。 

(ｷ) 降灰予報 

○ 気象庁は、以下の３種類の降灰予報を提供す

る。 

①降灰予報(定時)  

・噴火警報発表中の火山で、噴火により人々の生

活等に影響を及ぼす降灰が予想される場合に、定

期的(３時間ごと)に発表。 

・18時間先(３時間区切り)までに噴火した場合

に予想される降灰範囲や小さな噴石の落下範

囲を提供。 

②降灰予報(速報) 

・噴火が発生した火山(注１)に対して、事前計算

した降灰予報結果の中から最適なものを抽出し

て、噴火発生後５～10分程度で発表。 

・噴火発生から１時間以内に予想される、降灰量

分布や小さな噴石の落下範囲を提供。 

(注１) 降灰予報(定時)を発表中の火山では、降灰
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への防災対応が必要となる「やや多量」以上

の降灰が予想された場合に発表。降灰予報

(定時)が未発表の火山では、噴火に伴う降灰

域を速やかに伝えるため、予測された降灰が

「少量」のみであっても必要に応じて発表。 

③降灰予報(詳細) 

・噴火が発生した火山(注２)に対して、降灰予測

計算(数値シミュレーション計算)を行い、噴火発

生後20～30分程度で発表。 

・噴火発生から６時間先まで(１時間ごと)に予

想される降灰量分布や降灰開始時刻を提供。 

(注２) 降灰予報(定時)を発表中の火山では、降灰

への防災対応が必要となる「やや多量」以上

の降灰が予測された場合に発表。降灰予報

(定時)が未発表の火山では、噴火に伴う降灰

域を速やかに伝えるため、予測された降灰が

「少量」のみであっても必要に応じて発表。

降灰予報(速報)を発表した場合には、予想降

灰量によらず、降灰予報(詳細)も発表。 

   

(ｸ) 火山ガス予報 

○ 仙台管区気象台が、居住地域に長期間影響する

ような多量の火山ガスの放出がある場合に、火山

ガスの濃度が高まる可能性のある地域を発表す

る。 

 

(ｹ) 火山現象に関する情報等 

○ 仙台管区気象台が、噴火警報・予報、噴火速報、

火山の状況に関する解説情報、降灰予報及び火山

ガス予報以外に、火山活動の状況等をお知らせす

るために発表する。 

①火山活動解説資料 

写真や図表等を用いて、火山活動の状況や防災上

警戒・注意すべき事項等について解説するため、臨

時及び定期的に発表する。 

②月間火山概況 

前月一ヶ月間の火山活動の状況や警戒事項を取

りまとめ、毎月上旬に発表する。 

③噴火に関する火山観測報 

噴火が発生したことや、噴火に関する情報(噴火

の発生時刻・噴煙高度・噴煙の流れる方向・噴火に

伴って観測された火山現象等)を噴火後直ちにお知

らせするために発表する。 
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ク その他 

(消防法に基づくもの) 

種類 通 報 基 準 

火災気象

通報 

気象の状況が火災の予防上危

険であると予想され、次の条件

に該当する場合 

イ 最小湿度 40％以下、実効湿

度 65％以下で、風速７㎧以上

が２時間以上継続すると予想

される場合 

ロ 最小湿度 35％以下、実効湿

度60％以下と予想される場合 

ハ 平均風速が11㎧以上と予想

される場合（降雨、降雪中は通

報しないこともある。） 

火災警報 

火災気象通報が通知され、市町

村の気象条件が火災の発生又は

拡大のおそれがあると認められ

る場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水防法に基づくもの） 〔略〕 

（水防法及び気象業務法に基づくもの） 

(ｱ) 水防活動の利用に適合する警報・注意報 

種類 内 容 

水防活動

用気象注

意報 

大雨注意報をもって代える。 

ケ その他 

（消防法に基づくもの） 

種類 通 報 基 準 

火災気象通

報 

気象の状況が火災の予防上危険

であると予想される場合  

(１)通報基準  

盛岡地方気象台が発表する乾燥注

意報及び強風注意報の発表基準 

(２)地域区分 

市町村単位 

(３)通報方法  

組合管理者は、午前５時に発表す

る天気予報に基づき、翌日午前９

時までの気象状況の概要を気象概

況として毎日午前５時頃に通報す

る。なお、予想に変化があった場

合、定時と同様の形式で通報(臨時

通報)する。 

火災気象通報の通報基準に該当又

は該当するおそれがある場合は、

見出しの冒頭に通報区分として

「火災気象通報」と明示し、注意す

べき事項を付加する。 

火災気象通報の通報基準に該当す

る地域・時間帯で降水(降雪を含

む)が予想される場合には、火災気

象通報に該当しないと判断し、見

出しの明示を行わないことがあ

る。 

(４)通報区分  

イ 乾燥注意報→火災気象通報【乾

燥】  

ロ 強風注意報→火災気象通報【強

風】  

ハ 乾燥注意報及び強風注意報→

火災気象通報【乾燥・強風】 

火災警報等 

火災気象通報が通知され、市町村

の気象条件が火災の発生又は拡大

のおそれがあると認められる場合 

林野火災注

意報 

乾燥注意報及び強風注意報の両方

が発表中の場合 

 

（水防法に基づくもの） 〔略〕 

（水防法及び気象業務法に基づくもの） 

(ｱ) 水防活動の利用に適合する警報・注意報      

水防活動の利用に適合する(水防活動用)注意報

及び警報の種類及び概要は次のとおりであり、一

般の利用に適合する注意報、警報及び特別警報を

もって代える。なお、水防活動の利用に適合する

特別警報は設けられていない。 
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水防活動

用気象警

報 

大雨特別警報又は大雨警報

をもって代える。 

水防活動

用洪水注

意報 

洪水注意報をもって代える。 

水防活動

用洪水警

報 

洪水警報をもって代える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水防活動の

利用に適合

する警報・

注意報 

一般の利用に

適合する警

報・注意報 概要 

水防活動用 

気象警報 

大雨警報 

大雨により重

大な災害が発

生するおそれ

があると予想

されたときに

発表される。 

大雨特別警報 

大雨が特に異

常であるため

重大な災害が

発生するおそ

れが著しく大

きいと予想さ

れたときに発

表される。 

水防活動用 

洪水警報 
洪水警報 

上流域での降

雨や融雪等に

よる河川の増

水により、重大

な災害が発生

するおそれが

あると予想さ

れたときに発

表される。 

水防活動用 

気象注意報 
大雨注意報 

大雨により災

害が発生する

おそれがある

と予想された

ときに発表さ

れる。 

水防活動用 

洪水注意報 
洪水注意報 

上流域での降

雨や融雪等に

よる河川の増

水により、災害

が発生するお

それがあると

予想されたと

きに発表され

る。 
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(ｲ) 北上川上流洪水予報 

種類 概 要 

氾濫注意

情報 

（洪水注

意報） 

氾濫注意水位に到達し更に

水位の上昇が見込まれるとき、

氾濫注意水位以上でかつ避難

判断水位未満の状態が継続し

ているとき、避難判断水位に達

したが水位の上昇が見込まれ

ないときに発表する。 

ハザードマップによる災害

リスクの再確認等、避難に備

え自らの避難行動の確認が必

要とされる警戒レベル２に相

当 

氾濫警戒

情報 

（洪水警

報） 

 氾濫危険水位に到達すると

見込まれるとき、避難判断水位

に到達し更に水位の上昇が見

込まれるとき、氾濫危険情報を

発表中に氾濫危険水位を下ま

わったとき（避難判断水位を下

回った場合を除く。）、避難判断

水位を超える状況が継続して

いるとき（水位の上昇の可能性

がなくなった場合を除く。）に

発表する。 

高齢者等避難の発令の判断

の参考とする。高齢者等は危険

な場所からの避難が必要とさ

れる警戒レベル３に相当。 

氾濫危険

情報 

（洪水警

報） 

氾濫危険水位に到達したと

き、氾濫危険水位以上の状況が

継続しているとき、又は急激な

水位上昇により、まもなく氾濫

危険水位を超え、さらに水位の

上昇が見込まれるときに発表

する。 

いつ氾濫が発生してもおか

しくない状況、避難等の氾濫発

生に対する対応を求める段階

であり、避難指示の発令の判断

の参考とする。危険な場所から

の避難が必要とされる警戒レ

ベル４に相当。 

氾濫発生

情報 

（洪水警

報） 

 氾濫が発生したとき、氾濫が

継続しているときに発表する。 

新たに氾濫が及ぶ区域の住

民の避難誘導や救援活動等が

(ｲ) 北上川上流洪水予報 

種類 概 要 

氾濫注意情報 

（洪水注意報） 

氾濫注意水位にし更に水位

の上昇が見込まれるとき、氾

濫注意水位以上でかつ避難判

断水位未満の状況が継続して

いるとき、避難判断水位に到

達したが水位の上昇が見込ま

れないときに発表する。 

ハザードマップによる災害

リスクの再確認等、避難に備

え自らの避難行動の確認が必

要とされる警戒レベル２に相

当 

氾濫警戒情報 

（洪水警報） 

 氾濫危険水位に到達すると

見込まれるとき、避難判断水

位に到達し更に水位の上昇が

見込まれるとき、氾濫危険情

報を発表中に氾濫危険水位を

下回ったとき（避難判断水位

を下回った場合を除く。）、避

難判断水位を超える状況が継

続しているとき（水位の上昇

の可能性がなくなった場合を

除く。）に発表する。 

高齢者等避難の発令の判断

の参考とする。高齢者等は危

険な場所から避難する必要が

あるとされる警戒レベル３に

相当。 

氾濫危険情報 

（洪水警報） 

氾濫危険水位に到達したと

き、氾濫危険水位を超える状

況が継続しているとき、又は

急激な水位上昇により、まも

なく氾濫危険水位を超え、さ

らに水位の上昇が見込まれる

ときに発表する。 

いつ氾濫が発生してもおか

しくない状況、避難等の氾濫

発生への対応を求める段階で

あり、避難指示の発令の判断

の参考とする。危険な場所か

ら避難する必要があるとされ

る警戒レベル４に相当。 
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必要となる。災害がすでに発生

している状況であり、命の危険

が迫っているため直ちに身の

安全を確保する必要があるこ

とを示す警戒レベル５に相当。 

(2) 伝達系統 

 気象予報・警報等の発表機関及び伝達系統は、

次のとおりである。 

種類 発表機関 伝達系統 

気象、洪水

について

の予報及

び警報等

並びに火

災気象通

報 

盛岡地方気象

台 

気象予報・

警報、地震情

報及び火災

警報伝達系

統図（別図

１）のとお

り。 

土砂災害

警戒情報 

盛岡地方気象

台 

及び岩手県 

土砂災害

警戒情報伝

達系統図は

（別図２）の

とおり。 

地震に関

する情報 
気象庁本庁等 

気象予報・

警報、地震情

報及び火災

警報伝達系

統図（別図

１）のとお

り。 

北上川上

流洪水予

報 

盛岡地方気象

台 

及び岩手河川

国道 

事務所 

北上川上

流洪水予報

伝達系統図

は（別図３）

のとおり。 

北上川上

流水防警

報 

[情報・警

報] 

岩手河川国道 

事務所 

国土交通

省が行う北

上川上流水

防警報伝達

系統図（別

図４）のとお

り。 

火山に関

する予

報、警報

及び情報 

仙台管区気象

台 

火山情報

に関する予

報・警報・情

報伝達系統

図（別図５）

のとおり。 

氾濫発生情報 

（洪水警報） 

 氾濫が発生したとき、氾濫

が継続しているときに発表す

る。 

新たに氾濫が及ぶ区域の住

民の避難誘導や救援活動等が

必要となる。災害がすでに発

生している状況であり、命の

危険があり直ちに身の安全を

確保する必要があるとされる

警戒レベル５に相当。 

 

(2) 伝達系統 

気象予報・警報等の発表機関及び伝達系統は、

次のとおりである。 

種類 発表機関 伝達系統 

気象、洪水に

ついての予報

及び警報 

気象庁本庁又

は盛岡地方

気象台 

〔略〕 

土砂災害警戒

情報 
〔略〕 〔略〕 

地震に関する

情報 

気象庁又は大

阪管区気象台 
〔略〕 

北上川上流洪

水予報 

盛岡地方気象

台 

及び岩手河川

国道 

事務所 

〔略〕 

北上川上流水

防警報 

[情報・警報] 

〔略〕 〔略〕 

火山に関する

予報、警報及

び情報 

〔略〕 〔略〕 

火災警報等 〔略〕 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



本編・新旧対照表 

39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-45 

 

 

 

 

 

 

3-46 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災警報 

市町村長及び

管轄する消防

長 

気象予報・

警報、地震情

報及び火災

警報伝達系

統図（別図

１）のとお

り。 

(3)～(4) 〔略〕 

(5) 防災関係機関の措置 

   ア 東日本電信電話㈱ 

警報又は特別警報を受理した場合

は、一般通信に優先して電話回線によ

り町に伝達する 

 

 

別図１ 気象予報・警報、地震情報及び火災警 

報伝達系統図 

 右記のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図２ 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)～(4) 〔略〕 

(5) 防災関係機関の措置 

 ア ＮＴＴ東日本株式会社 

  警報又は特別警報を受理した場合は、一般通信

に優先して電話回線により町に伝達する。 

 

 

 

別図１ 気象予報・警報、地震情報及び火災警報等

伝達系統図 

 

 

 

別図２ 〔略〕 
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3-48 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-49 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図３ 北上川上流洪水予報伝達系統図 

右記のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図４ 北上川上流水防警報伝達系統図 

右記のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図３ 北上川上流洪水予報伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

別図４ 北上川上流水防警報伝達系統図 
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3-50 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-51 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図５ 火山情報に関する予報・警報・情報伝

達系統図 

右記のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図６ 気象予警報通知計画（勤務時間内） 

右記のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図５ 火山情報に関する予報・警報・情報伝達系統

図 

 

 
 

別図６ 気象予警報通知計画（勤務時間内） 
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3-52 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-53 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-57 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図７ 気象予警報通知計画（勤務時間外） 

右記のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ～ウ 〔略〕 

２ 異常現象発生時の通報 〔略〕 

別図８ 〔略〕 

 

(3) 異常気象の種類 

竜巻、強い降雹、強い突風等で著しく～ 

 

 

 

第３節 通信情報計画  

第１ 基本方針 〔略〕 

第２ 実施要領  

１ 電気通信施設の利用 〔略〕 

２ 専用通信施設の利用 〔略〕 

３ 電気通信設備が利用できない場合の通信の

確保 

(1) 他の期間が設置する通信設備の利用又は

使用 〔略〕 

 (2) 応急、復旧通信設備の利用又は使用 

    孤立防止用無線電話 

     災害時に通信手段が途絶した場合に

おいて、町は、孤立防止を図るため、東日本電

信電話㈱が設置した無線設備（孤立防止用無線

電話）を使用することができる。 

   (3) 非常通信の利用 〔略〕 

(4) 東北総合通信局による通信支援 〔略〕 

(5) 自衛隊による通信支援 〔略〕 

(6) 放送の利用 〔略〕 

 

第４節 情報の収集・伝達計画 

第１ 基本方針 

１～５ 〔略〕 

別図７ 気象予警報通知計画（勤務時間外） 

イ～ウ 〔略〕 

２ 異常現象発生時の通報 〔略〕 

別図８ 〔略〕 

 

(3) 異常気象の種類 

○ 〔略〕 

表中 竜巻、ひょう、突風等の著しく～ 

 

 

第３節 通信情報計画 

第１ 基本方針 〔略〕 

第２ 実施要領  

１ 電気通信施設の利用 〔略〕 

２ 専用通信施設の利用 〔略〕 

３ 電気通信設備が利用できない場合の通信の確保 

 

(1) 他の期間が設置する通信設備の利用又は使用 

〔略〕 

 (2) 応急、復旧通信設備の利用又は使用 

    孤立防止用無線電話 

     災害時に通信手段が途絶した場合におい

て、町は、孤立防止を図るため、ＮＴＴ東日本株式会

社が設置した無線設備（孤立防止用無線電話）を使用

することができる。 

  (3) 非常通信の利用 〔略〕 

(4) 東北総合通信局による通信支援 〔略〕 

(5) 自衛隊による通信支援 〔略〕 

(6) 放送の利用 〔略〕 

 

第４節 情報の収集・伝達計画 

第１ 基本方針 

１～５ 〔略〕 
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3-59 

 

 

 

 

 

3-60 

 

 

 

 

3-61 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-79 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-90 

 

［新規］ 

 

 

 

 

第２ 実施責任者及び担当部・課 

 表中 収集、伝達する災害情報の内容 

６医療施設、上水道施設、衛生施設の被害状況 

〔町本部の担当〕 〔略〕 

第３ 実施要領 

１ 災害情報の収集、報告 

(1) 〔略〕 

(2) 県及び防災関係機関 

〇 県本部長は、必要に応じて、関係機関や協

定先の協力を得ながら、ドローンにより、上空

から被災状況の把握に努める。 

○ 〔略〕 

２～４ 〔略〕 

 

第５節 広報広聴計画 〔略〕 

 

第６節 交通確保・輸送計画 

第１～第２ 〔略〕 

第３ 交通確保 

 １～６ 〔略〕 

〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４ 〔略〕 

 

第７節 公安警備計画 〔略〕 

 

第８節 消防活動計画 〔略〕 

 

第９節 水防活動計画 〔略〕 

 

第10節 県、市町村等応援協力計画 

第１ 基本方針 

１～５ 〔略〕 

６ 町は、他の地方公共団体に対し、技術職員

の派遣を求める場合においては、復旧・復興支

６ 国、県、町及び防災関係機関は、情報の共有化

を図るため、各機関が横断的に共有すべき防災情報

を、総合防災機関システム（ＳＯＢＯ－ＷＥＢ）に集

約できるよう努めるものとする。 

 

第２ 実施責任者及び担当部・課 

 表中 収集、伝達する災害情報の内容 

６医療施設、上下水道施設、衛生施設の被害状況 

〔町本部の担当〕 〔略〕 

第３ 実施要領 

１ 災害情報の収集、報告 

(1) 〔略〕 

(2) 県及び防災関係機関 

〇 県本部長は、必要に応じて、関係機関や協定先

の協力を得ながら、無人航空機等により、上空から被

災状況の把握に努める。 

○ 〔略〕 

２～４ 〔略〕 

 

第５節 広報広聴計画 〔略〕 

 

第６節 交通確保・輸送計画 

第１～第２ 〔略〕 

第３ 交通確保 

 １～６ 〔略〕 

 ７ 交通マネジメント 

  ○ 東北地方整備局は、応急復旧時に、渋滞緩

和や交通抑制により、復旧活動、経済活動及日常生活

への混乱の影響を最小限に留めることを目的に、交通

システムマネジメント及び交通需要マネジメントか

らなる交通マネジメント施策の包括的な検討・調整等

を行うため、「災害時交通マネジメント検討会」を組

織する。 

○ 町は、「災害時交通マネジメント検討会」によ

る交通マネジメント施策の包括的な検討・調整等が必

要であると認めるときは、県を通じて検討会の開催を

要請できる。 

○ 検討会において協議・調整を図った交通マネジ

メント施策の実施にあたり、町は協力することとす

る。 

第４ 〔略〕 

 

第７節 公安警備計画 〔略〕 

 

第８節 消防活動計画 〔略〕 

 

第９節 水防活動計画 〔略〕 

 

第10節 県、市町村等応援協力計画 

第１ 基本方針 

１～５ 〔略〕 

６ 町は、他の地方公共団体に対し、技術職員の派

遣を求める場合においては、復旧・復興支援技術職員
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3-90 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-117 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

援技術職員派遣制度を活用するものとする。 

７ 〔略 

第２ 実施責任者及び担当部・課 〔略〕 

第３ 実施要領 〔略〕 

 

第11節 自衛隊災害派遣要請計画 〔略〕 

 

第12節 防災ボランティア活動計画 〔略〕 

 

第13節 災害救助法の適用計画 〔略〕 

 

第14節 避難・救出計画 

第１ 基本方針 〔略〕 

第２ 実施責任者及び担当部・課 〔略〕 

 １～３ 〔略〕 

 ４ 指定避難所の設置、運営 

 〔略〕 

 

〔町本部の担当〕 

実施責

任者 
課 担 当 業 務 

総務部 
総 務

課 
〔略〕 

保健福

祉部 

福 祉

課 
〔略〕 

健 康

長 寿

課 

〔略〕 

産業振

興部 

産 業

観 光

課 

〔略〕 

土木部 

道 路

住 宅

課 

本部支援室と連携し、次

の事項に関する業務を行

う。 

１ 指定避難所（やはぱ

ーく）の設置及び運営 

２ 指定避難所（やはぱ

ーく）における安否情報

の調査確認 

教育部 

学 校

教 育

課 

〔略〕 

文 化

ス ポ

ー ツ

課 

〔略〕 

派遣制度の活用も含めて検討するものとする。 

７ 〔略〕 

第２ 実施責任者及び担当部・課 〔略〕 

第３ 実施要領 〔略〕 

 

第11節 自衛隊災害派遣要請計画 〔略〕 

 

第12節 防災ボランティア活動計画 〔略〕 

 

第13節 災害救助法の適用計画 〔略〕 

 

第14節 避難・救出計画 

第１ 基本方針 〔略〕 

第２ 実施責任者及び担当部・課 

 １～３ 〔略〕 

 ４ 指定避難所の設置、運営 

 〔略〕 

 

〔町本部の担当〕 

実 施

責任者 
課 担 当 業 務 

総 務

部 

総

務課 
〔略〕 

企

画 財

政課 

本部支援室と連携し、次の

事項に関する業務を行う。 

１ 指定避難所（やはぱー

く）の設置及び運営 

２ 指定避難所（やはぱー

く）における安否情報の調査

確認 

保 健

福祉部 

福

祉課 
〔略〕 

健

康 長

寿課 

〔略〕 

産 業

振興部 

産

業 観

光課 

〔略〕 

教 育

部 

学

校 教

育課 

〔略〕 

文

化 ス

ポ ー

ツ課 

〔略〕 
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3-126 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-149 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-164 

 

 

 

 

 

第３ 実施要領 

１ 避難指示等 〔略〕 

２ 警戒区域の設定 〔略〕 

３ 救出 〔略〕 

４ 避難場所の開放 〔略〕 

５ 指定避難所の設置、運営 〔略〕 

６ 帰宅困難者対策 〔略〕 

７ 避難所以外の在宅避難者等に対する支援 

〔新規〕 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)～(2) 〔略〕 

 

８ 広域避難 〔略〕 

９ 広域一時滞在 〔略〕 

10 住民等に対する情報等の提供体制 〔略〕 

 

第15節 医療・保健計画 〔略〕 

 

第16節 食料・生活必需品等供給計画 〔略〕 

 

第17節  

 

第18節 給水計画 〔略〕 

 

第19節 応急仮設住宅の建設等及び応急修理計

画〔略〕 

 

第20節 感染症予防計画  〔略〕 

 

第21節 廃棄物処理・障害物除去計画 〔略〕 

第１ 基本方針 〔略〕 

第２ 実施責任者及び担当部・課 〔略〕 

第３ 実施要領 

１ 〔略〕 

２ し尿処理 

（１） 処理方法 〔略〕 

（２） し尿処理用資材の確保 

○本部長は、あらかじめ、地域内のし尿処理業

者、リース業者等との応援協定を締結するなど、

仮設トイレ、簡易トイレ、【新設】バキュームカ

ー等のし尿処理用資機材の確保を図る。 

○ 〔略〕 

第３ 実施要領 

１ 避難指示等 〔略〕 

２ 警戒区域の設定 〔略〕 

３ 救出 〔略〕 

４ 避難場所の開放 〔略〕 

５ 指定避難所の設置、運営 〔略〕 

６ 帰宅困難者対策 〔略〕 

７ 避難所以外の在宅避難者等に対する支援 

○ 町は、在宅避難者等が発生する場合や、避難所

のみで避難車等を受け入れることが困難となる場合

に備えて、あらかじめ、地域の実情に応じ、在宅避難

者等が利用しやすい場所に在宅避難者等の支援のた

めの拠点を設置すること等、在宅避難車等の支援方策

を検討するよう努めるものとする。 

○ 町は、やむを得ず車中泊により避難生活を送る

避難者が発生する場合に備えて、あらかじめ、地域の

実情に応じ、車中泊避難を行うためのスペースを設置

すること等、車中泊避難者の支援方策を検討するよう

努めるものとする。その際、車中泊を行うに当たって

の健康上の留意点等の広報や車中泊避難者の支援に

必要な物資の備蓄に努めるものとする。 

(1)～(2) 〔略〕 

 

８ 広域避難 〔略〕 

９ 広域一時滞在 〔略〕 

10 住民等に対する情報等の提供体制 〔略〕 

 

第15節 医療・保健計画 〔略〕 

 

第16節 食料・生活必需品等供給計画 〔略〕 

 

第17節 〔削除〕 

 

第18節 給水計画 〔略〕 

 

第19節 応急仮設住宅の建設等及び応急修理計画 

 〔略〕 

 

第20節 感染症予防計画  〔略〕 

 

第21節 廃棄物処理・障害物除去計画 

第１ 基本方針 〔略〕 

第２ 実施責任者及び担当部・課 〔略〕 

第３ 実施要領 

１ 〔略〕 

２ し尿処理 

（１） 処理方法 〔略〕 

（２） し尿処理用資材の確保 

○ 本部長は、あらかじめ、地域内のし尿処理業者、

リース業者等との応援協定を締結するなど、仮設トイ

レ、簡易トイレ、トイレカー、トイレトレーラーカー、

バキュームカー等のし尿処理用資機材の確保を図る。 

○ 〔略〕 
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3-184 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３～５ 〔略〕 

  

第22節 行方不明者等の捜索及び遺体の処理・

埋葬計画 〔略〕 

 

第23節 応急対策要員確保計画 〔略〕 

 

第24節 文教対策計画 〔略〕 

 

第25節 農畜産物応急対策計画 〔略〕 

 

第26節 公共土木施設・鉄道施設等応急対策計 

 〔略〕 

 

 

第27節 ライフライン施設応急対策計画 ［略］ 

第１ 基本方針 

 電力、ガス、上下水道、電気通信施設等のラ

イフライン施設の事業者又は管理者及び石油等

燃料の供給事業者は、災害時における活動体制

を確立するとともに、相互に連携を図りながら、

応急対策を実施し、ライフライン及び必要な燃

料の確保を図る。 

 

 

 

 

第２～第３ 〔略〕 

 

第28節 危険物等施設応急対策計画 〔略〕 

 

第29節 林野火災応急対策計画 〔略〕 

 

第30節 防災ヘリコプター要請計画 〔略〕 

 

３～５ 〔略〕 

 

第22節 行方不明者等の捜索及び遺体の処理・埋

葬計画 〔略〕 

 

第23節 応急対策要員確保計画 〔略〕 

 

第24節 文教対策計画 〔略〕 

 

第25節 農畜産物応急対策計画 〔略〕 

 

第26節 公共土木施設・鉄道施設等応急対策計画 

 〔略〕 

 

 

第27節 ライフライン施設応急対策計画 〔略〕 

第１ 基本方針 

 電力、ガス、上下水道、電気通信施設等のライフ

ライン施設の事業者又は管理者及び石油等燃料の供

給事業者は、災害時における活動体制を確立するとと

もに、相互に連携を図りながら、応急対策を実施し、

ライフライン及び必要な燃料の確保を図る。 

 道路管理者及び上下水道、電力、通信等のインフ

ラ事業者は、道路と生活インフラの連携した復旧が行

えるよう、関係機関との連携体制の整備・強化を図る

ものとする。 

 

第２～第３ 〔略〕 

 

第28節 危険物等施設応急対策計画 〔略〕 

 

第29節 林野火災応急対策計画 〔略〕 

 

第30節 防災ヘリコプター要請計画 〔略〕 

 

修正 

理由 

○ 組織改編に伴う修正 

○ 県地域防災計画との整合化に伴う修正 

○ 所要の修正 

 

 

本編 第４章 特殊災害対策計画 

頁 現 計 画 修 正 案 

 

 

 

 

 

4-7 

 

 

 

第１節 〔略〕 

第１－２節  

第１～第５ 〔略〕 

第６ 後発地震への注意を促す情報が発信された

場合にとるべき防災対応に関する事項 

１ 後発地震への注意を促す情報等の伝達 

(1)後発地震への注意を促す情報等の伝達 

後発地震への注意を促す情報その他これら～  

 

(2) 〔略〕 

第１節 〔略〕 

第１－２節  

第１～第５ 〔略〕 

第６ 後発地震への注意を促す情報が発信された

場合にとるべき防災対応に関する事項 

１ 後発地震への注意を促す情報等の伝達 

(1)後発地震への注意を促す情報等の伝達 

後発地震への注意を促す情報(北海道・三陸沖後

発地震注意情報)その他これら～ 

(2) 〔略〕 
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4-13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２～４ 〔略〕 

第７～第８ 〔略〕 

 

第２節 火山災害対策計画 

第１～第２ 〔略〕 

第３ 町の活動体制 

１ 情報収集の推進 

(1)～(2) 〔略〕 

(3) 噴火警戒レベルが運用されている火山の噴

火警報・噴火予報 

 ［新規］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２～４ 〔略〕 

第７～第８ 〔略〕 

 

第２節 火山災害対策計画 

第１～第２ 〔略〕 

第３ 町の活動体制 

１ 情報収集の推進 

(1)～(2) 〔略〕 

(3) 噴火警戒レベルが運用されている火山の噴

火警 

［本編・第３章 第２節 気象予報・警報等の伝達計

画 第３・１・(1)・ク参照〕とする。 

名称 
対象範

囲 

噴火警戒

レベル 

（キーワ

ード） 

火山活動

の状況 

噴火警

報 

(居住地

域) 

又は 

噴 火

警報 

居住地

域及び

それよ

り火口

側 

レベル５ 

(避難) 

居 住 地

域に重大

な被害を

及ぼす噴

火が発生、

あるいは

切迫して

いる状態

にある。 

レベル４ 

(高齢者等

避難) 

居 住 地

域に重大

な被害を

及ぼす噴

火が発生

すると予

想される

(可能性が

高まって

き て い

る)。 

噴火警

報 

(火口周

辺) 

又は 

火 口 周

辺警報 

火口か

ら居住

地域近

くまで

の広い

範囲の

火口周

辺 

レベル３ 

(入山規

制) 

居 住 地

域の近く

まで重大

な影響を

及ぼす(こ

の範囲に

入った場

合には生

命に危険

が及ぶ)噴

火が発生、

あるいは

発生する
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第３節 〔略〕 

と予想さ

れる。 

火口か

ら少し

離れた

所まで

の火口

周辺 

レベル２ 

(火口周辺

規制) 

火 口 周

辺に影響

を及ぼす

(この範囲

に入った

場合には

生命に危

険が及ぶ)

噴火が発

生、あるい

は発生す

ると予想

される。 

噴 火 予

報 

火口内

等 

レベル１ 

(活火山

であるこ

とに留意) 

火 山 活

動は静穏。 

火 山 活

動の状態

によって、

火口内で

火山灰の

噴出等が

見られる

(この範囲

に入った

場合には

生命に危

険 が 及

ぶ)。 

第３節 〔略〕 

 

本編 第５章 災害復旧・復興対策計画  

頁 現 計 画 修 正 案 

5-3 第１節 公共施設等の災害復旧計画 

第１～第４ 〔略〕 

第５ 緊急融資等の確保 

１ 国際負担又は補助 

○ 〔略〕  

〇法律又は予算の範囲内において、国が全部又は

一部を負担し、又は補助して行われる災害復旧事

業の関係法令は、次のとおりである。 

表中 

(19) 上水道施設災害復旧費及び簡易水道施設災

害復旧費の国庫補助について 

（平成２年３月31 日厚生省事務次官通知） 

第２節～第３節 〔略〕 

第１節 公共施設等の災害復旧計画 

第１～第４ 〔略〕 

第５ 緊急融資等の確保 

１ 国際負担又は補助 

○ 〔略〕  

〇法律又は予算の範囲内において、国が全部又は

一部を負担し、又は補助して行われる災害復旧事

業の関係法令は、次のとおりである。 

表中 

(19) 上水道施設災害復旧費及び簡易水道施設災

害復旧費の国庫補助について 

（令和３年３月24日厚生労働省事務次官通知） 

第２節～第３節 〔略〕 

 


